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はじめに  
 
 大分県では、農村の高齢化、担い手不足に加え、農地面積の約７割が中山間地域に存在

するなどの生産条件を抱えており、加えて平成１９年度より一定の規模要件を満たす担い

手に対象を限定した水田経営所得安定対策が始まるなど、水田農業の担い手育成が喫緊の

課題となっています。そこで、大分県担い手育成総合支援協議会では、平成１９年度より

施行された担い手経営革新促進事業「担い手経営革新モデルの実践事業」により、県内各

地域の実情に即した理想的な経営体をモデル経営体に指定し、地域への技術普及活動等に

対する支援を行っております。  
  
 担い手経営革新モデルの実践事業は、地域において水田経営所得安定対策の対象農産物

を複数組み合わせた経営体の中から、大規模経営体にふさわしい革新的技術を実践する経

営体を指定し、当該技術の普及を推進するため、技術導入による労働力配分の合理化、土

地利用の合理化、資本装備の効率化等の経営革新効果の普及推進を図っていくものです。   
 平成２０年度は平成１９年度に指定した１７経営体に加え、新たに３経営体をモデル経

営体に指定し、県下２０経営体に革新的技術の実践とその普及活動等に取り組んでいただ

きました。  
 今回、平成２０年度のモデル経営体の取り組み成果について現地指導を行っている大分

県各振興局からの報告を本冊子に取りまとめましたので、皆様の水田農業経営改善のご参

考にしていただければ幸いです。  
  
 
 
 
 平成２１年７月  
                                      

大分県担い手育成総合支援協議会  
 
 

 

  各モデル経営体の経営に関するデータの公表については、同意を得ております。  
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モデル経営体名 市町村名 経営形態
ﾓﾃﾞﾙの
種類

作付体系 経営規模
(台帳等確認面積）

労働力

水稲
1 (農)広瀬台営農組合 杵築市 生産組織 中山間地 飼料作物 基幹15名

特定農業法人 モデル 麦 29.4ha 補助25名

水稲
麦 基幹2名

2 (農)中園営農組合 国東市 生産組織 中山間地 大豆 17.1ha 補助3名
農事組合法人 モデル

生産組織 水稲
3 (農)見地生産組合 国東市 特定農業法人 中山間地 麦 29.6ha 基幹3名

モデル 大豆 補助4名
水稲

家族経営 麦 基幹3名
4 河野　洋一 国東市 認定農業者 水田+畑作 大豆 21.1ha 補助2名

モデル いちご

家族経営 水稲
5 (有)西日本農業社 臼杵市 農業生産法人 作業受託 麦 8.8ha 基幹3名

モデル 作業受託 補助1名
生産組織 水稲

6 (農)紫草の里営農組合 竹田市 特定農業法人 中山間地 麦 20.4ha 基幹6名
モデル 大豆 補助10名

家族経営 水稲
7 五郡　博志 豊後大野市 認定農業者 中山間地 麦 12.6ha 基幹3名

モデル 大豆 補助1名
生産組織 麦

8 (農)清川津留営農組合 豊後大野市 農事組合法人 水田+畑作 大豆 9.6ha 基幹2名
モデル 作業受託 補助7名

生産組織 麦
9 (農)うたえだ 豊後大野市 農事組合法人 平地 大豆 30.9ha 基幹2名

モデル 作業受託 補助17名

生産組織 水稲
10 (農)実業営農組合 玖珠町 農業生産法人 中山間地 麦 12.1ha 基幹6名

モデル 大豆 補助6名
生産組織 水稲

11 (農)大肥郷ふるさと農業振興会 日田市 農事組合法人 中山間地 麦　飼料稲 33.7ha 基幹3名
モデル 大豆　野菜 補助7名

生産組織 水稲
12 (農)まっさき 宇佐市 特定農業法人 平地 麦 43.2ha 基幹5名

モデル 大豆 ﾀﾏﾈｷﾞ 補助3名
家族経営 平地 麦　大豆　 21.1ha 基幹１名

13 近藤　博明 宇佐市 認定農業者 モデル 作業受託 補助3名

生産組織 水稲
14 (農)ふき村 豊後高田市 特定農業法人 中山間地 麦　大豆 25.4ha 基幹１名

モデル そば 補助5名
ぶんご合鴨

家族経営 水稲
15 河野　正勝 豊後高田市 認定農業者 中山間地 麦 18.7ha 基幹2名

モデル 大豆 補助2名
家族経営 水稲

16 (有)豊後農興 豊後高田市 特定農業法人 中山間地 麦 25.7ha 基幹2名
モデル 大豆 飼料稲 補助6名

生産組織 水稲
17 (農)おぶくろ営農 中津市 農事組合法人 平地 麦

モデル 大豆 44.6ha 基幹25名
補助26名

生産組織 水稲
18 (農)こめ・こめ・くらぶ 杵築市 特定農業法人 中山間地 麦 17.2ha 基幹4名

モデル 大豆 補助1名

生産組織 麦
19 (農)いけのうち 国東市 特定農業法人 中山間地 大豆 17.2ha 基幹9名

モデル 補助8名

生産組織 中山間地 水稲
20 (農)王冠 佐伯市 特定農業法人 モデル 麦 9.2ha 基幹3名

大豆 補助5名
※導入新技術の欄の番号は項目を示し、①：労働力配分の合理化　②：土地利用の合理化　③：資本装備の効率化　である。

-平成20年度　担い手経営革新促進事業-　　「担い手革新モデルの実践事業」　　実施状況一覧表



項目数 労働時間 全算入生産費
所得

(万円/10a)

① 湛水土中点播技術(ｼｮｯﾄｶﾞﾝ)
② 土壌分析に基づく土づくり資材の投入 3 8.4hr/10a 65,033円/10a 約 5.0
③ 簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術 (H19:　9.5hr/10a) (H19:　43,200円/10a) (H19:　5.0)
③ 自脱型ｺﾝﾊﾞｲﾝ(6条)による収穫
① 浅耕一工程播種
② 土壌分析に基づく土づくり資材の投入
② 土壌診断に基づく緩行性肥料省力型追肥 3 13.8hr/10a 59,419円/10a  約 5.0
③ 簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術 (H19:　14.7hr/10a) (H19　:57,416円/10a) (H19:　5.0)
③ ｼｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾛｰﾀﾘｰ+培土板播種技術
③ 実肥同時防除技術
① 湛水土中点播技術(ｼｮｯﾄｶﾞﾝ)
② 土壌診断に基づく緩行性肥料省力型追肥 3 6.2hr/10a 58,918円/10a  約 4.8
③ ｼｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾛｰﾀﾘｰによる播種技術 （H19:　9.4hr/10a) （H19：　51,212円/10a） (H19:　6.5)
① 浅耕一工程播種
① 湛水土中直播技術(条播) 7.7hr/10a 23,106円/10a 約 6.2
② 土壌分析に基づく土づくり資材の投入 3 (H19:  7.5hr/10a) (H19:  38,956円/10a) （H19:　6.0）
③ ｼｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾛｰﾀﾘｰ+培土板播種技術 （水稲・麦・大豆のみ） （水稲・麦・大豆のみ）
③ 一条畦立て栽培技術
② ｶﾗｰｽｹｰﾙによる施肥調節技術 22.5hr/10a
② 土壌診断に基づく緩行性肥料省力型追肥 2 （H19：　水稲32.8hr/10a 71,155円/10a 約 4.5
③ 自脱型ｺﾝﾊﾞｲﾝによる収穫 麦：20.1hr/10a) （H19:　74,448円/10a) （H19：　3.2)
① 湛水土中直播栽培技術 土地利用型のみ 土地利用型のみ
② ｶﾗｰｽｹｰﾙによる施肥調節技術 3 16.2hr/10a 66,000円/10a 約 2.5
③ 自脱型ｺﾝﾊﾞｲﾝによる収穫 （H19:　15hr/10a) （H19:　34,700円/10a) （H19:　2.4）
② 土壌分析に基づく土づくり資材の投入
③ 汎用ｺﾝﾊﾞｲﾝによる収穫 2 9.6hr/10a 80,200円/10a 約 4.4

（H19:　8.7hr/10a) （H19: 80,000円/10a) （H19: 5.3)
① 不耕起播種機による播種
② 土壌分析に基づく土づくり資材の投入 3 12.5hr/10a 31,107円/10a 約 3.5
③ 簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術 （H19: 13.3hr/10a) （H19:　43,160円/10a) （H19: 2.0)
① 大豆狭畦密植栽培
② 土壌分析に基づく土づくり資材の投入 3 11.0hr/10a 23,930円/10a 約 2.0
③ 簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術 （H19:　11.6hr/10a) （H19:　34,030円/10a) （H19: 2.3)
③ 汎用コンバインによる収穫
① 大豆狭畦密植栽培
② 土壌分析に基づく土づくり資材の投入 3 6.6hr/10a 60,397円/10a 約　2.1
③ 一条畦立て栽培技術 （H19:　大豆8.8hr/10a) （H19:　大豆54,000円/10a) （H19: 大豆0.1)
① 湛水土中直播技術(条播)
② 土壌分析に基づく土づくり資材の投入 3 14.3hr/10a 62.880円/10a 約 2.1
③ 自脱型ｺﾝﾊﾞｲﾝによる収穫 （H19:　17.4hr/10a) （H19:　69,600円/10a) （H19:　1.8）
① 自動定植機による定植
② 土壌分析に基づく土づくり資材の投入 3 5hr/10a 43,435円/10a 約 2.0
③ 乗用管理機等使用技術 (H19: 5hr/10a) （H19: 43,089円/10a) （H19:　2.0）
② 土壌分析に基づく土づくり資材の投入 2
③ 乗用管理機等使用技術 12.8hr/10a 41,759円/10a 約 1.5
③ 一条畦立て栽培技術 （H19:　7.9hr/10a) （H19: 41,759円/10a) （H19：　2.5)
① 大豆狭畦密植栽培
② 土壌分析に基づく土づくり資材の投入
③ 乗用管理機等使用技術 5.0hr/10a 52,340円/10a 約 2.5
③ 一条畦立て栽培技術 3 （H19: 7.2hr/10a) （H19:　56,126円/10a) （H19:　2.7)
③ 汎用ｺﾝﾊﾞｲﾝによる収穫
① 大豆狭畦密植栽培
② 土壌分析に基づく土づくり資材の投入 3 7.9hr/10a 63,324円/10a 約　2.3
③ ｼｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾛｰﾀﾘｰによる播種技術 (H19: 8.5hr/10a) （H19:　58,769円/10a) （H19:　2.2）
② 土壌分析に基づく土づくり資材の投入
③ 自脱型ｺﾝﾊﾞｲﾝによる収穫 2 9.9hr/10a 73,502円/10a 約 2.2

（H19: 13.7hr/10a) （H19:73,869円/10a) （H19: 2.1)
① 浅耕一工程播種
② 土壌診断に基づく緩行性肥料省力型追肥 7.2hr/10a 65,226円/10a 約2.4
③ 簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術 3 (水稲、麦、大豆） (水稲、麦、大豆） （H19: 1.9）
③ 1条畦立播種技術 （H19:　5.2　麦・大豆) （H19: 51,065円/10a
③ 汎用ｺﾝﾊﾞｲﾝによる収穫 麦・大豆）
① 浅耕一工程播種
② 土壌分析に基づく緩効性肥料による省力型追肥 3 9.7hr/10a 62,092円/10a 約 2.0
③ 自脱型コンバイン（4条）による収穫
③ 1条畦立播種技術
① 浅耕一工程播種
② 土壌分析に基づく緩効性肥料による省力型追肥 3
② 土壌分析に基づく土づくり資材の投入 10.0hr/10a 45,589円/10a  約 8.1
③ ｼｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾛｰﾀﾘｰによる播種技術
③ 簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術
③ 実肥同時防除技術
② カラースケールによる施肥調節技術
③ 簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術 2 28.9hr/10a 72,746円/10a  約 12.0

(水稲・麦・大豆のみ） (水稲、麦、大豆のみ）

導入新技術



   革新的技術の内容  
  項 目  技術の名称  技術の内容  難易度  導入効果 

 ①労働力配 
 分の合理化 

 不耕起栽培技術  不耕起播種機による播種    Ａ  ・適期播種による収量、品質の向上 
 ・労働力の適正配分による適期播種 

 浅耕一工程播種    Ｂ 

 狭畦密植栽培技術    Ｃ 

 水稲の直播栽培 
 技術 

 湛水土中点播技術（ショットガン）    Ａ  ・育苗労力の省略が可能となり、水稲 
   労働時間の削減が可能 
 ・麦収穫作業の計画的実施  湛水土中直播技術（条播、散播）    Ｂ 

 乾田直播技術    Ｂ 

 野菜の省力栽培 
 技術 

 自動収穫機による収穫    Ｃ  ・労力の省略が可能となり、労働時間 
  の削減が可能 

 自動定植機による定植    Ｃ 

 ②土地利用 
 の合理化 

 高度施肥管理技 
 術 

 ｸﾞﾘｰﾝﾒｰﾀｰによる施肥調節技術    Ｂ  ・適正な管理による輪作体系の確立 
 ・生産安定による経営安定 

 ﾘﾓｾﾝ技術活用(ﾃﾞｼﾞｶﾒ)による施肥調節技術    Ａ 

 土壌診断に基づく緩効性肥料による省力型追肥    Ｂ 

 ｶﾗｰｽｹｰﾙによる施肥調節技術    Ｃ 

 土壌分析に基づく土づくり資材(堆肥・土壌改良資材)の投入    Ｃ 

 休閑緑肥の導入  休閑緑肥（飼料作物）の導入    Ｂ   ・適正な管理による輪作体系の確立 

 ③資本装備 
 の効率化 

 耕起・施肥・播 
 種同時作業技術 

 ｼｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾛｰﾀﾘｰ＋培土板播種技術    Ａ  ・適切な機械等（品目をわたる汎用利 
  用）資本導入による減価償却費の削 
  減 
 ・収量、品質の向上による所得の高位 
  安定化 

 ｼｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾛｰﾀﾘｰによる播種    Ｂ 

 一条畦立播種技術    Ｃ 

 簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術    Ｃ 

 多目的管理作業 
 技術 

 実肥同時防除技術（麦）    Ｂ 

 乗用管理機等使用技術（通常防除・中間管理）    Ｃ 

 自走式畦畔除草機の導入    Ｃ 

 汎用収穫技術  汎用ｺﾝﾊﾞｲﾝによる収穫  Ｃ 

 自脱型ｺﾝﾊﾞｲﾝ(水稲･麦:平地6条･中山間地4条以上)による収穫  Ｃ 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

               モ デ ル 経 営 体 の 活 動 実 績  
 
 
                                                       
        



 
            モデル経営体への濃密指導 成果報告書 
  
   モデル経営体  農事組合法人 広瀬台営農組合 

  濃密指導担当者  東部振興局 集落・水田班 姫野秀三 
 
  

 導入・実施 
 した新技術 

 ①労働力配分の合理化 
 ・水稲の直播栽培技術（ショットガン） 
 ②土地利用の合理化 
 ・土壌分析に基づく土作り資材の投入 
 ③資本装備の効率化 
 ・簡易培土板利用による播種同時溝上げ技術 
 ・自脱型コンバインによる収穫（水稲・麦：4条以上） 

 導入・実施 
 した背景 

  水稲直播については飼料米の栽培の省力化のため播種機を導入し実施した。将来は高齢化のため育苗が困難になりつつある一般水稲へ 
 も拡大を検討している。また、水稲・麦の収穫作業には大区画圃場の特性を生かすため、省力化のために6条刈りのコンバインを導入し 
 作付全面積で活用している。 
   一方、麦栽培については、経営を安定させるためには収量品質の向上が不可欠である。この改善のため土壌分析（ｐH,EC)を行った上 
 で、堆肥、土壌改良材を投入・実施し、初期生育を確保することを目的に簡易培土板利用による播種同時溝上げ技術を導入した。 

  
 ＜導入新技術の概要＞ 
 ①労働力配分の合理化 
 ・水稲の直播栽培技術（湛水土中点種播技術：ショットガン）は飼料米で６．８ha実施した。 
 ②土地利用の合理化 
 ・土壌診断に基づく土作り資材の投入は、堆肥を全面積投入で約２９ha（全面積）で実施した。 
 ③資本装備の効率化 
 ・簡易培土板利用による播種同時溝上げ技術は、麦圃場の約２９ha（全面積）で実施した。 
 ・自脱型コンバインによる収穫（水稲・麦：4条以上）は麦・水稲・飼料米の全面積で実施した。 

 ＜実施方法・濃密指導実績＞ 
 ①労働力配分の合理化 
 水稲直播き栽培技術(ショットガン)は昨年度末に機械を導入し、飼料米での播種を約6.8ha実施した。種子のカルパーコーティングなど支援を行った。 
 ６月に飼料米の直播きを含む研修会、１０月には飼料米の研修会で指導支援を行った。また、土壌の均平が十分でなかったり、スクミリンゴガイの被 
 害を一部受けるなどして、圃場の一部が生えてない部分があったが、おおむね順調に生育し、一部は県の要望もあり種子として出荷した。品種比較も 
 ３品種実施しデータ取りができた。課題であった雑草対策は、適期の除草剤散布で十分な対応ができた。 
 ②土地利用の合理化 
 土壌分析に基づく土作り資材の投入については、水稲収穫後サンプルを採集し、通常通りの施用が適当と指導した。麦の全面積に堆肥および土壌改良 
 材を基準量散布した。 
 ③資本装備の効率化 
 簡易培土板使用による播種同時溝上げについては、全面積で実施され、出芽も順調であった。 
 自脱型コンバインによる収穫は、水稲＋麦＋飼料米に使用した。 

 



 ＜実施結果の概要＞                                                                                                   
 １．実施結果の説明  

 ①水稲直播きによる育苗時間の短縮は、１０a当たり０．３７時間短縮が図られた。次年度は拡大予定である。 
 ②土壌分析に基づく土作り資材の投入は、基準量を施用した。 
 ③簡易培土板による播種同時畦上げ技術は基本技術として昨年同様取り組まれ、出芽も良好であった。 
   自脱型コンバインによる収穫は、水稲＋麦＋飼料米で実施した。掃除等大変な面もあるが、きちんとできていた。 

  
  ２．主要効果の具体的数値   ３．モデル経営体としての活動実績  

 経営形態  特定農業法人  モデルの種類  中山間地モデル  日時   場所  内容  主催者 
 作付体系     水稲＋飼料作物＋麦  H20.6.18  モデル経営体所 

 有圃場 
 （杵築市下本庄）

 飼料米の省力化栽培技術現 
 地研修会 
 （水稲直播栽培の播種） 

 県 

 経営規模        約 ２９ ha 
 H20.10.15  モデル経営体所 

 有圃場 
 （杵築市下本庄）

 飼料米ほ場における現地中 
 間検討会 
 （管理状況の報告等） 

 県 
  水 稲 

 麦 類 
 飼料作物 

         １８ ha程度 
         ２９ ha程度 
         １１ ha程度 

 H20.10.31  モデル経営体所 
 有圃場 
 （杵築市下本庄）

 飼料米の作付拡大に向けた 
 現地検討会 
 （管内の生産者、県下の関 
 係機関を含めた検討会） 

 県 

 労働力   基幹１５名、 補助２５名 

 導入した新技
 術 

 ①労働力配分の合理化 
 ・水稲の直播栽培技術（ショットガン） 
 ②土地利用の合理化に基づく 
 ・土壌分析に基づく土作り資材の投入 
 ③資本装備の効率化 
 ・簡易培土板利用による播種同時溝上げ技術 
 ・自脱型コンバインによる収穫（水稲・麦：4条以上） 

 H21.1.20  国東市国東町見 
 地 

 平成20年度担い手経営革新 
 モデル事業実施地区意見交 
 換会 

 県 

 ４．経営革新モデルの妥当性または改善に係るコメント 

 ＜モデルとしての妥当性＞ 
 ・管内でも大きい面積を所有する他集落一農場型の法人であり、裏作 
  には全面に小麦を作付けし、農地利用率もほぼ200％となっている。 
  毎年のように水稲直播栽培などの実演研修会を実施しており、積極 
  的に研修会にも参加している。 
   平成20年産麦においては、集団の部で大分県代表となり、全国でも2 
  位となるくらいまで技術も向上し、経営内容も向上している。 
     ＜成果の活用方法及び改善点＞ 
 ・ショットガン直播きについては、次年度から飼料米面積を拡大し、 
  将来的には水稲全体へ拡大する意向がある。飼料米のデータについ 
  ては、次年度以降の管内での推進資料として活用したい。 
 ・麦の土作り資材については、収量向上につながると思われるため継 
  続して取り組む。 
 ・麦播種同時溝上げ技術は、圃場周囲の明渠、圃場全体の弾丸暗渠と 
  併せて今後とも実施する。 
 ・コンバイン収穫については、今後とも続けるが更新時期が近づい 

てるため６条以上か汎用型コンバインの導入を検討する。

 
 機械装備 

 ライスセンター一式、トラクター(５０馬力級×２台・６ 
 ４馬力、３０馬力×１台）、高速田植機(６条、１０条)、 
 水稲直播機(ショットガン方式)、マニュアスプレッダー、 
 ブームスプレーヤ等 

 労働時間 
   （hr/10a）

 8.4hr/10a（対県平均 40%） 
 総労働時間 4,581hr（うち水稲 9.6hr/10a、麦類 5.3 
 hr/10a） 

 全算入生産費
     （円/10a）

 65,033円/10a (対県平均 121%) 
 総経費30,956千円÷（18.2+29.4)ha  （うち水稲89,799
 円/10a、麦類 56,857円/10a、飼料米をのぞく） 

 所得 
  （万円/10a）

 ５万円程度 

 



             モデル経営体への濃密指導 成果報告書 
 
   モデル経営体  農事組合法人 中園営農組合 

  濃密指導担当者  東部振興局 集落・水田班 佐藤恵美 
  

 導入・実施 
 した新技術 

 ①高度施肥管理技術（土壌分析に基づく土づくり資材の投入） 
 ②高度施肥管理技術（麦：土壌診断に基づく緩効性肥料による省力型追肥） 
 ③耕起・施肥・播種同時作業技術（麦、大豆：簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術） 
 ④耕起・施肥・播種同時作業技術（麦：シーディングロータリー＋培土板播種技術） 
 ⑤不耕起栽培技術（大豆：浅耕一工程播種） 
 ⑥実肥同時防除技術（麦） 

 導入・実施 
 した背景 

  農事組合法人中園営農組合は設立以来、水稲＋大豆＋麦経営を続け農地を高度利用していることから、地力の維持向上のため土壌分析 
 を実施し堆肥を施用した。 
  麦・大豆作については、播種後の湿害を防止し収量・品質の向上を図るため、簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術を導入した。 
  麦作については、オペレーターの高齢化が進むなかで、作業の省力化・複合化を図る必要があり、耕起・施肥・播種・溝上げを同時に 
 作業でき、さらに踏圧・土入れ・追肥作業も同時に実施できるシーディングロータリー技術を導入した。また、追肥作業の省力化のため 
 緩効性肥料による追肥、ブームスプレヤーによる実肥同時防除技術を導入し、省力化・品質向上を図った。 
  大豆作については、省力化及び梅雨時期の高水分土壌条件下における播種技術導入のため、麦畦に直接播種する浅耕一工程播種技術を 
 実施した。 

  
 ＜導入新技術の概要＞ 
 ①土壌分析に基づく土づくり資材（堆肥）の投入  16ha程度 
 ②土壌分析に基づく緩効性肥料（エムコートグッドIB NK407）による省力型追肥（麦） 0.2ha程度 
 ③簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術（麦、大豆） 麦16ha程度、大豆7.4ha程度 
 ④シーディングロータリー＋培土板播種技術（麦）  0.2ha程度 
 ⑤浅耕一工程播種技術（大豆） 0.2ha程度 
 ⑥実肥同時防除技術（麦） 7ha程度 
 ＜実施方法・濃密指導実績＞ 
 ①土壌分析に基づく土づくり資材の投入 
  前年度実績は、小麦564kg/10aと高収量となったため、今年度も継続実施を指導した。土壌分析を行い、診断の結果、堆肥施用を指導した。 
 ②土壌分析に基づく緩効性肥料による省力型追肥 
  前年度実績(544kg/10a)は慣行(564kg/10a)とほぼ同程度であったため今年度も継続指導した。追肥施用前に指導を行い、4葉期に約20a(80kg/10a)散 
  布した。今後は踏圧、土入れ等管理作業の指導を行う。 
 ③耕起・施肥・播種同時作業技術（麦、大豆：簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術） 
  播種前に講習会（6/25、11/5）を実施した。麦、大豆ともに実施し、降雨後の排水は良好で湿害を軽減することができた。 
 ④耕起・施肥・播種同時作業技術（麦：シーディングロータリー＋培土板播種技術） 
  前年度実績(535kg/10a)は慣行と同程度であったため継続実施した。技術資料に基づいて播種前指導を実施し、実演会を開催した（11/5）。実演会 
  に際しては機械の手配及び播種量、播種深度の調整など技術指導を行った。播種（0.2ha）した後は除草剤散布指導を行った。生育は良好に経過し 
  ており、踏圧、土入れ、追肥等の中間管理が適期に実施されるよう随時指導を行っている。 
 ⑤不耕起栽培技術（浅耕一工程播種） 
  前年度は多雨によって播き直しを余儀なくされた。技術資料に基づいて播種前指導を実施し、講習会(6/25)においても指導を行った。適期に播種 
  (7/12)したが、その後の降雨不足による干害のため、出芽不良となった。梅雨対策として重要な技術であるので、慎重に天候を見極め、継続実施を 
  検討する。 
 ⑥実肥同時防除技術 
  実施前に技術指導を行い、ブームスプレヤーで赤カビ病防除と実肥を同時に行い省力化・品質向上を図った。



 ＜実施結果の概要＞                                                                                                    
 １．実施結果の説明  ①土壌分析に基づき土づくり資材を施用し、安定生産を図った。 

②土壌分析に基づき緩効性肥料による追肥を行った。今後は、来年度収穫予定の生産物の実績を検討する。
 ③麦、大豆については、全面積（大豆7.6ha、麦16ha）に播種同時溝上げ技術を実施したことで湿害を回避することができた。
 ④シーディングロータリーについては、耕起、播種、施肥の３作業を同時に実施することで省力化に繋がった。 
 ⑤大豆の浅耕一工程播種については、適期播種を行うことができたが、播種後の降雨不足のため出芽不良となり、生育もやや不良であった。 
 ⑥実肥同時防除を適期に実施した結果、全量１等で収量も高く(小麦：564kg/10a裸麦：569kg/10a)、タンパク質含有量も12.9%と高品質であった。 

  
 ２．主要効果の具体的数値   ３．モデル経営体としての活動実績 

 経営形態  特定農業法人  モデルの種類  中山間地モデル  日時   場所  内容  主催者 
 作付体系  水稲＋麦＋大豆  H20.11.5  モデル経営体所有

 ほ場 
 麦研修会にてｼｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾛｰﾀﾘｰ
 技術の実演を行い、地域の 
 担い手へ普及を図った。 

 県 

 経営規模           １７．１   ha 

  水 稲 
 麦 類 
 大 豆 
 その他 

              ５．７   ha程度 
           １６．０   ha程度 
            ７．６   ha程度 
            ０．０２ ha程度 

 H21.1.20  市内公民館  モデル経営体意見交換会に 
 て実践技術の実績等意見交 
 換を行い、地域の担い手へ 
 普及を図った。 

 県 

 労働力   基幹 ２ 名、補助 ３ 名 

 
 導入した新技
 術 

 ・高度施肥管理技術(土づくり資材の投入、緩効性肥料に 
  よる省力型追肥） 
 ・耕起・施肥・播種同時作業技術（麦、大豆：簡易培土
  板による播種同時溝上げ、麦：ｼｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾛｰﾀﾘｰ） 
 ・不耕起栽培技術（大豆：浅耕一工程播種） 

 ４．経営革新モデルの妥当性または改善に係るコメント 

 ＜モデルとしての妥当性＞ 
  作物栽培については日頃から生育状況の把握に努め、適期・適正技 
 術の励行により収量・品質の向上を図っており、H20産麦、大豆につい 
 ては、管内トップクラスの収量であった。 
  このように優良な生産・経営状況は地域の模範となっており、当該 
 法人が新技術を導入し栽培技術・経営の向上を図ることで、他の担い 
 手に対する波及が期待できる。 
 
 ＜成果の活用方法及び改善点＞ 
  土づくり資材投入、播種同時溝上げ、実肥同時防除技術については、 
 前年に引き続き良好な結果が得られた。今後も継続実施するとともに、 
 講習会等を通して他地域へも普及する。 
  シーディングロータリー及び緩効性肥料については、今後も実績を 
 検討し、導入を検討する。 
   大豆浅耕一工程技術については、梅雨対策として重要であるので、 
 天候を見極めて導入を検討する。 

 
 機械装備 

 トラクター（３４馬力）、田植機（６条）、コンバイン（４ 
 条刈）、乗用管理機（２３馬力）、ブームスプレヤー、弾 
 丸暗渠アタッチメント、溝上機 、麦播種機、大豆播種機、 
 汎用コンバイン 

 労働時間 
   （hr/10a）

 13.8hr/10a（対県平均 66%） 
 総労働時間3,974.5hr÷28.8ha（うち水稲30hr/10a、 
 麦類9.5hr/10a、大豆10.4hr/10a） 

 全算入生産費
     （円/10a）

 59,419円/10a (対県平均 111%) 
 総経費 17,126千円÷28.8ha（うち水稲 81,798円/10a、
 麦類 57,478円/10a、大豆 46,517円/10a） 

 所得 
  （万円/10a）

 ５万円程度 

 
                                                          



 
            モデル経営体への濃密指導 成果報告書 
  
   モデル経営体  農事組合法人 見地生産組合 

  濃密指導担当者  東部振興局 集落・水田班 後藤美和 
 
  

 導入・実施 
 した新技術 

 ①労働力配分の合理化 
 ・水稲の直播技術 
 ②土地利用の合理化 
 ・高度施肥管理技術 
 ③資本装備の効率化 
 ・耕起・施肥・播種同時作業技術 

 導入・実施 
 した背景 

  農事組合法人見地生産組合は、平成10年度より水稲直播栽培技術を先進的に導入し育苗労力の軽減を図ってきたが、労力の軽減になる 
 反面、移植栽培と比べて単収が低いことが課題となっていた。そのため、単収の増加と播種条数の増加による更なる労力軽減を図るため、 
 水稲湛水土中点播播種技術を導入した。 
  また、麦の栽培については、オペレーター人数が限られる中、作業の省力化と複合化を図る必要があり、耕起・施肥・播種が同時に作 
 業でき、麦踏み、土入れ、追肥作業も可能なシーディングロータリーの導入と麦実肥作業省力化のための緩行性肥料の追肥試験を実施し 
 た。 

  
 ＜導入新技術の概要＞ 
 ①労働力配分の合理化 
 ・水稲の直播技術  ：水稲湛水土中点播技術（ショットガン）実施 14.1ha 
 ②土地利用の合理化 
 ・高度施肥管理技術：土壌診断に基づく緩効性肥料による省力型追肥：麦30a 
 ③資本装備の効率化 
 ・耕起・施肥・播種同時作業技術：シーディングロータリーの導入による播種及び麦踏等管理の実施 12.4ha 

 ＜実施方法・濃密指導実績＞ 
 ①労働力配分の合理化 
 ・本年度から、飼料イネ4.5haを含めた14.1haにおいて、ショットガン播種技術を実施した。面積が昨年よりも増えたため、5/31より播種を開始した 
  が、降雨量が多すぎて播種ができない日が続き、播種終了日は7/4となった。 
 ・昨年の課題であった分けつ期の水管理については適正に実施できたが、移植栽培と比べると防除回数が少ないため、8月下旬にいもち病が多発した。 
  防除指導を行ったが、病害の進行を抑えられず穂いもち病の発生により大きな減収となった。 
 ②土地利用の合理化 
 ・昨年の結果では、無施用に比べるとタンパク含量向上効果は見られたが、目標とする13%以上に満たなかったため、本年も昨年同様30aの試験を実施 
  することとした。また、事前に土壌分析を行った。 
 ③資本装備の効率化 
 ・昨年は播種時や追肥時のシーディングロータリーの機械設定がその後の管理に影響したため、10/28に水田農業研究所で開催されたシーディングロ 
  ータリーの研修会への参加を呼びかけ、機械設定を作業に応じて変更できるように技術改善を図った。 
 ・また、昨年は播種量が少なく出芽が不安定であったため、播種量を増やすように指導を行った。 

 



 ＜実施結果の概要＞                                                                                             
 １．実施結果の説明  

 ①コーティング・播種作業時間は1.34時間／10aであり、県経営指標の育苗・移植作業時間と比べて約4.8時間／10a削減し、コスト低減につながった。 
 しかし、いもち病が発生し、単収は大幅に低下した。 
 ②20年産の結果ではタンパク含量向上効果は認められたが、目標とする13%以上には満たなかった。 
 ③シーディングロータリーの導入により、１台で播種・施肥～麦踏み・土入れ・追肥が行えるようになった。播種作業時間は0.38時間／10aと県経営 
 指標の播種時間に比べて0.08時間／10a多くなった。 

  
 ２．主要効果の具体的数値   ３．モデル経営体としての活動実績 

 経営形態   特定農業法人  モデルの種類  中山間モデル  日時   場所  内容  主催者 
 作付体系  水稲＋麦＋大豆  H21.1.20  見地地区公民館 

 見地地区ほ場 
 麦中間管理実演研修会  県 

 経営規模        ２９．６ ha 

  水 稲 
 麦 類 
 大 豆 
 野 菜 
 その他 

        ９．６ ha程度 
       １２．４ ha程度 
       １３．２ ha程度 
        ０．１ ha程度 
        ４．９ ha程度 

 ４．経営革新モデルの妥当性または改善に係るコメント 

 ＜モデルとしての妥当性＞ 
 ・（農）見地生産組合は国東市において他地域に先駆け、農事組合法 
  人を設立したモデル的な組織である。 
 ・このような組織が新技術を導入し組織経営を発展することは設立間 
  もない他組織の経営安定につながる。 
 
 ＜成果の活用方法及び改善点＞ 
 〈水稲直播播種技術〉 
 ・労働時間が削減し、コスト削減につながった。 
 ・初期生育は良好であったが、いもち病の発生により減収した。直播 
  は移植と比べて初期防除を行わないため、生育期防除を徹底する必 
  要がある。 
 ・播種直後のほ場が均平であり、出芽や除草剤効果が他地域に比べて 
  安定しているため、次年度は播種実演会を開催し、技術普及に努め 
  る。 
 〈緩効性肥料の追肥試験〉 
 ・穂肥、実肥作業の省力化にはなるが、タンパク含量が目標値に達し 
  ていないため、普及には再検討を要する。 
 ・本年の実績検討後、他地域への普及を考えたい。 
 〈シーディングロータリー播種技術〉 
 ・昨年の課題であった播種時、追肥時の機械設定ができるようになっ 
  たため、今後の実績に期待したい。 
 ・シーディングロータリーを使いこなすためには、機械の設定を作業 
  に応じて変更することが重要であるため、今後の指導に役立てる。 

 労働力    基幹  ３ 名、補助  ４ 名 

 
 導入した新技
 術 

 ①労働力配分の合理化：水稲の直播技術 
 ②土地利用の合理化：高度施肥管理技術 
 ③資本装備の効率化：耕起・施肥・播種同時作業技術 

 
 機械装備 

 トラクター（34ps）×3台、(50ps)×1台、自脱型コンバ
 イン5条、汎用コンバイン（85ps）、大豆コンバイン38ps、 
 湛水土中条播直播機、シーディングロータリー、乗用管
 理機、麦播種機2台、大豆播種機2台、プラウ、ショット 
 ガン播種機（8条） 

 労働時間 
   （hr/10a）

 6.2hr/10a（対県平均29%）総労働時間2,481hr÷39.7ha（う 
 ち水稲7.8hr/10a、麦5.1hr/10a、大豆5.6hr/10a） 

 全算入生産費
     （円/10a）

 58,918円/10a (対県平均 91%) 総経費23,391千円÷39.7 
 ha （うち水稲69,448円/10a、麦66,747円/10a、大豆40,3 
 16円/10a） 

 所得 
  （万円/10a）

 ４．８万円程度 

 
                



                                                           
            モデル経営体への濃密指導 成果報告書 
  
   モデル経営体  河野 洋一 

  濃密指導担当者  東部振興局 集落・水田班 姫野 悟 
 
  

 導入・実施 
 した新技術 

 ①労働力配分の合理化 
 ・不耕起栽培技術 
 ・水稲の直播栽培技術 
 ②土地利用の合理化 
 ・高度施肥管理技術 
 ③資本装備の効率化 
 ・耕起・施肥・播種同時作業技術 

 導入・実施 
 した背景 

  水稲、麦、大豆とも面積が大きいため、省力化・低コスト化が必要である。そのため水稲の直播き栽培、麦の耕起・施肥・播種同時技 
 術を実施することとした。また大豆栽培では適期に播種すること、出芽時の湿害を回避することが重要であるため一条畝立て播種技術と 
 浅耕一工程播種技術を実施した。 
  一方、麦栽培で土壌改良材の投入がなく、19年産は土壌の酸性化による裸麦の黄化が発生したため播種前の土壌改良を実施した。 

  
 ＜導入新技術の概要＞ 
 ①労働力配分の合理化 
 ・不耕起栽培技術   ：浅耕一工程播種、大豆で１ha実施した。 
 ・水稲の直播栽培技術：湛水土中直播技術(条播）１ha実施した。 
 ②土地利用の合理化 
 ・高度施肥管理技術 ：土壌分析に基づく土づくり資材(土壌改良材)の投入は全面積で行った 
 ③資本装備の効率化 
 ・耕起・施肥・播種同時作業技術：シーディングロータリー＋培土板播種技術を０．４ha実施した。 
            大豆の一条畦立て播種技術は大豆の全面積で実施した。 

 ＜実施方法・濃密指導実績＞ 
  ・水稲の直播きについて事前に技術資料により説明を行った。その後定期的に巡回、栽培管理指導を行った。 
  ・６月２５日に大豆の栽培講習会を行い、一条畦立播種技術、麦跡浅耕一工程技術を資料にて説明。その後定期的に巡回、栽培管理指導を行う。 
   平成２０年産大豆はすべて一条畦立播種技術を使用した。 
  ・土壌分析結果に基づいた適正な土壌改良材の投入量を指導した。 
  ・１１月５日にシーディングロータリーによる麦播種研修会を行い、４０aの圃場で実演会を行った。その際に本人がシーディングロータリーを使 
   用。麦の栽培管理の研修会も行った。 
   ・１月２０日にモデル事業実施地区意見交換会を開催し、それぞれの導入技術について説明し、意見交換した。 

 



 ＜実施結果の概要＞                                                                                             
 １．実施結果の説明  

  水稲の直播き栽培は育苗作業がなくなっただけでも省力化になっているの。耕起・施肥・播種同時作業技術については３作業が１回でできることも 
 あり、導入を検討する。 
  一条畝立て播種技術は畝立てしていない播種に比べると湿害が回避できていた。麦跡浅耕一工程技術についても作業の省力化になり、今後も拡大し 
 ていく。 

  
 ２．主要効果の具体的数値   ３．モデル経営体としての活動実績 

 経営形態   家族経営  モデルの種類  水田＋畑作モデル  日時   場所  内容  主催者 
 作付体系  水稲＋麦＋大豆  H21.1.20  国東市国東町見地  平成20年度担い手経営革新 

 モデル事業実施地区意見交 
 換会 

 県 

 経営規模        ２１．１ ha 

  水 稲 
 麦 類 
 大 豆 
 野 菜 

        １．０ ha程度 
       １９．８ ha程度 
       １５．３ ha程度 
        ０．５ ha程度 

 労働力    基幹  ３ 名、補助  ２ 名 

 
 導入した新技
 術 

 ①労働力配分の合理化 
 ・不耕起栽培技術 
 ・水稲の直播栽培技術 
 ②土地利用の合理化 
 ・高度施肥管理技術 
 ③資本装備の効率化 
 ・耕起・施肥・播種同時作業技術 

 ４．経営革新モデルの妥当性または改善に係るコメント 

 ＜モデルとしての妥当性＞ 
 ・地域の中心となる担い手であり、新技術の普及効果が高い。またい 
  ろいろ情報を積極的に取り入れ、本人の学習意欲も高い。 
  さらに今後も農地を集積を行う予定であり、特に麦・大豆の作付け 
  面積を増やす計画である。 
 
 
 ＜成果の活用方法及び改善点＞ 
 ・シーディングロータリーは施肥同時播種なので、播種の面だけでも 
  省力化となったため、導入を検討していく。機械の調整を自分たち 
  でできるように指導していく。 
 ・一条畝立て播種については播種後に降雨があったが、畝立て播種の 
  ため湿害を回避できた。今後の播種はこの方法を常に用いる。 
 ・土壌分析は今後も行い、適正な土壌改良材投入量を毎年検討してい 
  く。 

 
 機械装備 

 トラクター（２０～３０馬力級）×４台、自脱コンバイ
 ン（４条）×２台、湛水土中直播機、中耕ローター、弾
 丸暗渠アタッチメント、溝あげローター 

 労働時間 
 （hr/10a） 

 7.7hr/10a（対県平均46%） 
 総労働時間 2787.2hr÷36.1ha（うち水稲8.0hr/10a、麦 
 類9.5hr/10a、大豆5.4hr/10a） 

 全算入生産費
 （円/10a） 

 23,106円/10a (対県平均52%) 
 総経費8,341千円÷36.1ha 
 (水稲56,722円/10a  麦21,570円/10a 大豆22,898円/10a) 

 所得 
  （万円/10a）

 ６．２万円程度 

 
     ※労働時間、生産費、所得についてはいちごを除く。       



                                                              
            モデル経営体への濃密指導 成果報告書 
  
  モデル経営体  有限会社 西日本農業社 

 濃密指導担当者  中部振興局 集落･水田班 内田多香子 
 
  

 導入・実施 
 した新技術 

 ・自脱型コンバインによる収穫（5.5ha＋作業受託10ha） 
 ・カラースケールによる施肥調節技術 
 ・土壌診断に基づく緩効性肥料による省力型追肥 

 導入・実施 
 した背景 

 ・有限会社西日本農業社は水稲・麦栽培と作業受託を実施している経営体であるが、経営規模(所有地＋利用権設定地)及び作業受託が年 
  々拡大する傾向にあり、大型機械化体系を確立し、効率的省力的な作業を行う必要がある。 
 ・水稲については肥培管理を徹底することより、収量品質の安定化を図る。 
 ・麦については、醤油用小麦の品質向上のため追肥の施用が重要であるが、実肥の施用については労力を要する。そのため、緩行性肥料 
  を使うことで、省力化を図りながら、タンパク質含量を向上させる必要がある。 

  
 ＜導入新技術の概要＞ 
 ①自脱型コンバインによる収穫 
   ４条刈りコンバインによる収穫を行い、効率的な作業を実施した。 
     実施面積：自作水稲面積５．５ha＋作業受託面積 １０ha 
 
 ②カラースケールによる施肥調節技術 
   カラースケールで葉色を判断し、生育に応じた穂肥の施用量を判断した。 
     実施面積：水稲全面積 
 
 ③土壌診断に基づく緩効性肥料による省力型追肥 
     醤油用小麦の追肥を緩効性肥料とすることで、穂肥以降の施肥の省力化を図る。 

 ＜実施方法・濃密指導実績＞ 
 ①より効率的に作業ができるように、水稲（品種別）、麦の作付地の集約化を図るよう指導。 
  晩生品種を導入し作業分散を図った。 
 ②葉色板による診断により巡回指導。適正施肥量の把握を行った。 
 ③分けつ肥以降の施肥省力化を図るため、実証圃を設置。 

 
  



 
 ＜実施結果の概要＞                                                                                                   

 １．実施結果の説明  

 ・水稲については自作地の作付面積は現状維持とし集約化を図り、作業受託の拡大を検討する。 
 ・水稲の施肥技術について、葉色板による診断を行い施肥量を判断した。穂肥は施用することができず、21年産以降の施肥の見直しが必要。 

  
  ２．主要効果の具体的数値   ３．モデル経営体としての活動実績  

 経営形態  農業生産法人  モデルの種類  作業受託モデル  日時   場所  内容  主催者 
 作付体系  水稲＋麦＋作業受託  H21.2.9  国東市、野津町  先進地研修、栽培研修会    JA 

 経営規模         １３．５ ha 

  水 稲 
 麦 類 
 
 作業受託 

          ５．５ ha程度（平成２０年産） 
         ７．５ ha程度（平成２０年産） 
        １０．０ ha程度（平成２１年産） 
      延べ７１．０ ha程度 
 （耕起等2ha、田植え6ha、収穫13ha、乾燥調製約50ha） 

 労働力   基幹 ３ 名、補助 １ 名 

 
 導入した 
    新技術

 ・高度施肥管理技術(水稲：ｶﾗｰｽｹｰﾙ) 
                  （麦：緩効性肥料による追肥） 
 ・汎用収穫技術（水稲、麦、：４条コンバイン）  ４．経営革新モデルの妥当性または改善に係るコメント 

 ＜モデルとしての妥当性＞ 
 ・地域の核となる担い手であり、経営面積や作業受託が年々拡大して 
  いる。 
 ・麦については、品質は若干不安定であるものの、単収は年々増加し 
  ており、栽培技術の向上が図られつつある。 
 ・水稲については、特栽基準での生産を模索中である。 
 
 ＜成果の活用方法及び改善点＞ 
 ・経営面積のうち水稲作付面積は現状維持とし、作業受託を拡大する 
  方向で経営を行う。麦での転作を行う。 
 ・20年産麦での追肥実証はシカの食害により、結果が判然としなかっ 
  たため、再度実施中。結果をみて他生産者に波及する。 
 ・水稲の追肥については、施肥体系（元肥）の見直しを行い、特栽基 
  準に応じた施肥管理を行う。 

 
 機械装備 

 トラクター３台（17,32,30PS）、田植機５条 
 自脱型ｺﾝﾊﾞｲﾝ４条、乾燥機（６台、計１４５石） 
 麦６条播種機 

 労働時間 
   （hr/10a）

 22.5hr/10a 
 総労働時間3,049hr（受託込み、概算） 
 うち水稲 1,671hr：30.4hr/10a(対県平均 96％） 
 うち麦類  708hr： 9.4hr/10a(対県平均101％) 

 全算入生産費
 
     （円/10a）

 71,155円/10a 
 （総経費9,606千円÷13.5ha） 
 20年産水稲 78,253円/10a（対県平均95%） 
 20年産麦類 26,254円/10a（対県平均70%） 

 所得 
  （万円/10a）

 ４．５万円程度 

 



 
モデル経営体への濃密指導 成果報告書 

  
  モデル経営体  農事組合法人 紫草の里営農組合 

 濃密指導担当者  豊肥振興局 集落･水田第二班 前田仁美 
 
  

 導入・実施 
 した新技術 

 ・自脱型４条刈コンバインによる収穫 
  （水稲：12.6ha、麦：6.4ha） 
 ・カラースケールによる施肥調節技術（12.6ha） 
 ・湛水土中直播栽培技術（0.2ha） 

 導入・実施 
 した背景 

 ・機械装備の効率的な利用のため、自脱型コンバインによる水稲と麦の２作物の収穫を行い、コストの低減を図る。 
 ・水稲の安定的な収量を確保するため、穂肥の適期、適量施肥が望まれる。このため、圃場毎にカラースケールで葉色を判断し、草丈の 
  調査と共に適正な施肥量を決定する必要がある。 
 ・水稲の湛水土中直播栽培技術導入により省力化を図るため、実証を行う。 

  
 ＜導入新技術の概要＞ 
 ・自脱型４条刈コンバインによる収穫で水稲12.6ha、麦6.4haの収穫を行った。 
 ・水稲の穂肥量の判断として、カラースケールによる診断を12.6haで行い、水田農業研究所が作成している草丈と葉色による指標を参考に施肥時期・ 
  量を判断した。 
 ・湛水土中直播栽培技術（0.2ha）の導入を図り、省力化の実証を行った。 

 ＜実施方法・濃密指導実績＞ 
 ・水稲と麦の適期収穫を行うため、圃場毎の巡回調査を行い、作業の効率化を作物の高品質化を図った。 
 ・圃場毎にカラースケールによる葉色を判断し、施肥量の目安表を作成した。 
 ・湛水土中直播栽培技術では、慣行栽培との経費・収量差を比較調査し、今後の拡大について検討を行った。 

 
   



 ＜実施結果の概要＞                                                                                             
 １．実施結果の説明  

  ・自脱型４条刈コンバインによる収穫で水稲12.6ha、麦6.4haの収穫を行った。 
  ・水稲の穂肥量の判断として、カラースケールによる診断を12.6haで行った。 
  ・湛水土中直播栽培技術（0.2ha）の導入を図り、省力化の実証を行った。 

  
  ２．主要効果の具体的数値   ３．モデル経営体としての活動実績  

 経営形態  特定農業法人  モデルの種類   中山間モデル  日時   場所  内容  主催者 
 作付体系   水稲＋麦＋大豆＋作業受託＋園芸 H20.4.17  法人事務所 ･直播栽培の取組検討 法人 

H20.4.30  久住試験地 ･ｶﾙﾊﾟｰｺｰﾃｨﾝｸﾞ作業 県 
H20.5.9  実証圃場（地元） ･直播播種実演会 県 

 経営規模           ２０．４ ｈａ H20.6.24  実証圃場（地元） ･直播生育状況研修会 県 
H20.7.31  実証圃場（地元） ･カラースケールを使用し

  た穂肥時期の判断 
･直播生育状況研修会

県 
  水 稲 

 麦 類 
 大 豆 
 その他 

          １２．６ ｈａ 
              ６．４ ｈａ 
                     ７．２ ｈａ 
                     ０．６ ｈａ 

H20.8.18  実証圃場（地元） ･直播生育状況研修会 県 

H20.8.27  実証圃場（地元） ･直播生育状況研修会 法人 

H20.9.12  直入町研修会 ･水稲直播に取り組んで 県 

 労働力    基幹  ６ 名、補助  １０ 名 H20.
  11.13 

 法人事務所 ･直播の結果について 法人 

 
 導入した新技
 術 

 ・自脱型コンバインによる収穫 
 （水稲：12.6ha、麦：6.4ha） 
 ・ｶﾗｰｽｹｰﾙによる施肥調節技術（12.6ha） 
 ・湛水土中直播栽培技術（0.2ha） 

H21.1.22  法人事務所 ･直播の来年度の取り組み
  について 

法人 

 ４．経営革新モデルの妥当性または改善に係るコメント 

 ＜モデルとしての妥当性＞ 
 ・集落全戸参加型の法人であり、土地の利用調整、低コスト化が 
  進みつつある。 
 ・計画的な作付けと適期管理、作業により経営の効率化を図って 
  おりモデル地区として妥当である。 
 
  ＜成果の活用方法及び改善点＞ 
 ・カラースケールを使用による穂肥時期・量の判断では、長雨だ 
  ったことから葉色が濃く推移し穂肥を散布することができなか 
  った。 
 ・４条刈コンバインによる水稲と麦の収穫では、効率的利用によ 
  るコスト削減が図られた。 
 ・湛水土中直播栽培技術は導入初年度目で水管理・雑草対策等の 
  技術習得を行った。 

 
 機械装備 

  自脱型４条刈りコンバイン１台 
  ブームスプレーヤ１台、播種機一機 

 労働時間 
   （hr/10a）

  34.2hr/10a 
  土地利用型のみ16.2hr/10a（対県平均77%） 
 （水稲25.0hr/10a、麦6.3hr/10a、大豆13.4hr/10a） 

 全算入生産費
   （円/10a）

  92,000円/10a、 
  土地利用型のみ66,000円/10a（対県平均123%） 
 (水稲88,000円/10a、麦41,000円/10a、大豆56,000円/10a) 

 所得 
  （万円/10a）

  2.5万円/10a、 
 土地利用型のみ4.1万円/10a

 



                                                          
            モデル経営体への濃密指導 成果報告書 
  
  モデル経営体  五郡 博志 

 濃密指導担当者  豊肥振興局 集落･水田第一班 畑中一広 
 
  

 導入・実施 
 した新技術 

 ①汎用コンバインによる収穫 
 
 ②土壌診断に基づく土づくり資材の投入 

 導入・実施 
 した背景 

 ①麦、大豆、水稲を１台のコンバインで効率よく実施可能。また、本人は機械操作が上手く、他への波及効果が期待される 
 
 ②麦－大豆の連作圃場もあり、土壌診断が求められる 

  
 ＜導入新技術の概要＞ 
 
 ①水稲５ｈａ、大豆８ｈａで収穫作業実施。特に大豆は極力収穫ロスを抑えつつ、土のかき込みを防ぎながら収穫が出来た 
 
 ②６０ａ（圃場５箇所）で土壌診断を実施した。ＰＨ調整のため苦土石灰を１２０ｋｇ／１０ａ散布した。来年はケイカルを散布する。 

 ＜実施方法・濃密指導実績＞ 
 ・特に大豆コンバイン収穫に際しては、運転速度や刈り高調整に配慮し、上位等級率の向上に努めた 
 ・土壌診断については、麦の連作障害の可能性が伺えたため、年数の長短を考え４箇所を選定し実施した。いずれも改良が必要であったため、診断家 
  結果の説明と今後の土壌改良について指示した。 
 ・今年から新たに籾殻鶏糞堆肥を堆肥舎で製造・散布したため、基肥の減肥（２０％）を指導。 

 
   



 ＜実施結果の概要＞                                                                                             
 １．実施結果の説明  ・特に大豆コンバイン収穫に際しては、運転速度や刈り高調整に配慮し、上位等級率の向上に努めた 

・土壌診断については、麦の連作障害の可能性が伺えたため、年数の長短を考え４箇所を選定し実施した。いずれも改良が必
 要であったため、診断家結果の説明と今後の土壌改良について指示した。

  
 ２．主要効果の具体的数値   ３．モデル経営体としての活動実績 

 経営形態   家族経営  モデルの種類   中山間地モデル  日時   場所  内容  主催者 
 作付体系  水稲＋麦＋大豆  H20.4.25  千歳町 千歳農村

 環境改善センター
 
 「儲ける水田農業
 研修会」 

 麦作り研修会会場で五郡氏 
 の栽培事例を紹介し栽培技 
 術の特徴や収穫手法につい 
 て説明を行い、地域の担い 
 手へ普及を図った 

 豊後大野 
 市担い手 
 育成総合 
 支援協議 
 会 

 経営規模        約 １３  ha 

  水 稲 
 麦 類 
 大 豆 
 野 菜 

          ５  ha程度 
         １３  ha程度 
          ８  ha程度 
          ０．３ha程度  H20.7.8  清川町 宇田枝農

 業研修センター 
 
 「大豆３００ｋｇ
 とり研修会」 

 大豆３００ｋｇとり研修会 
 兼播種実演会にて土作りを 
 中心とした大規模大豆安定 
 栽培の手法について説明を 
 行い、地域の担い手へ普及 
 を図った 

 県豊肥振 
 興局 

 労働力    基幹  ３ 名、補助  １ 名 
 H21.2.9  三重町 

 「豊後大野市認定
 農業者研修会」 

 米・麦・大豆を主体とした 
 土地利用型経営の取り組み 
 について紹介 

 認定農業 
 者協議会  

 導入した新技
 術 

 ・汎用収穫技術（水稲、麦、大豆：汎用ｺﾝﾊﾞｲﾝ） 
 
 ・土壌診断による土づくり資材の投入 

 
 機械装備 

 汎用コンバイン80PS1台、トラクター50ps1台、 
 ﾌﾞｰﾑｽﾌﾟﾚｰﾔｰ1台、ﾏﾆｭｱｽﾌﾟﾚｯﾀｰ1台、穀類乾燥機8基、 
 ライムソア１台、溝上機１台 

 ４．経営革新モデルの妥当性または改善に係るコメント 

 ＜モデルとしての妥当性＞ 
 ・米・麦・大豆の大規模個別経営体としての経営実績がある。 
 ・後継者もおり、地域でも農地の担い手として認められており、将来 
  拡大する意向もある。 
 ・機械操作に詳しく、日頃から近隣の担い手や法人オペレーターが相 
  談に来ている実績もある。 
 
 
 ＜成果の活用方法及び改善点＞ 
 ・現地検討会等で本人からの説明と普及センターからの紹介で十分伝 
  わっている 

 労働時間 
   （hr/10a）

 ９．６hr／１０ａ(対県平均50％) 
 総労働時間2,483hr÷26ha（うち水稲25hr/10a、麦4.4hr/ 
 10a大豆8.1 hr/10a） 

 全算入生産費
     （円/10a）

 ８０，２００円／１０ａ(対県平均157％) 

 所得 
  （万円/10a）

 ４．４万円／１０ａ程度 

 
             



                                                          
 
            モデル経営体への濃密指導 成果報告書 
  
  モデル経営体  農事組合法人 清川津留営農組合 

 濃密指導担当者  豊肥振興局 集落･水田第一班 西村眞知子 
 
  

 導入・実施 
 した新技術 

 ①不耕起播種機による播種 
 
 ②土壌診断に基づく土づくり資材の投入 
 
 ③簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術 

 導入・実施 
 した背景 

 ①麦を熱心に栽培している地区であり、今後の省力化技術として導入 
 
 ②これまで、土壌診断による肥培管理がなされていないため、土壌の状態に応じた栽培を実施するため導入 
 
 ③一部排水不良な水田があるため導入 

  
  ＜導入新技術の概要＞ 
 ①不耕起播種機による大豆は種実施。 
 
 ②大豆作付け前に２２ほ場の土壌診断を行った。また麦栽培期間中に、生育状況が異なるほ場をピックアップしＰＨ測定を実施した。その結果酸性度 
  と生育の関連が明らかに見られたため大豆前に、苦土石灰を積極的に散布した（４０～２００ｋｇ／１０ａ）。 
 
 ③大豆播種実演会を実施し簡易培土板による播種を行った。 

 

 ＜実施方法・濃密指導実績＞ 
 ①１枚の圃場で実施。播種前の除草がうまくできず、播種後の除草に苦労した（手取り２回、中耕作業２回）。その結果、生育後半は良好に推移し収 
  量は慣行並みであった。 
 
 ②２２ほ場の診断は全農土壌診断センターに依頼。ＰＨ調査は振興局で行った。明らかに生育差があったため、理事会で説明し、土壌改良の必要性を 
  訴えたところ、苦土石灰の散布が積極的に行われた。 
 
 ③播種、排水状況ともに良好。播種時に降雨が少なかったため慣行栽培との明確な発芽率等の差は認められなかった。播種同時作業であるため作業 
  が楽である。 



 
 ＜実施結果の概要＞                                                                                             

 １．実施結果の説明  

  簡易培土板による播種同時溝上げは、作業が楽で排水性も高まるため生産者には好評であった。大豆の不耕起播種栽培については、除草に難点が残 
 ったが収量は確保。今後の課題が残った。土壌診断については特にＰＨ測定結果を重要視し、結果にあわせた苦土石灰の投入を行った。 

  
  ２．主要効果の具体的数値   ３．モデル経営体としての活動実績  

 経営形態   農事組合法人  モデルの種類  水田＋畑作モデル  日時   場所  内容  主催者 
 作付体系  麦＋大豆＋作業受託  H20.4.25  千歳町 千歳農村

 環境改善センター
 
 「儲ける水田農業
 研修会」 

 麦作り研修会会場で当組合 
 の取り組みを発表した特に 
 土作り等について。 

 豊後大野 
 市担い手 
 育成総合 
 支援協議 
 会 

 経営規模          １３．０ ｈａ 

  麦 類 
 大 豆 
 飼 料 
 作業受託 

         １２．８ ｈａ 
          ６．３ ｈａ 
          ３．０ ｈａ 
          ２．０ ｈａ 

 H20.7.8  清川町 宇田枝農
 業研修センター・
 津留地区ほ場 
 「大豆３００ｋｇ
 とり研修会」 

 土壌診断結果に基づく土作 
 りの説明を行った後、ほ場 
 で不耕起、培土板による播 
 種実演会を行った。 

 県豊肥振 
 興局 

 労働力    基幹  ２ 名、補助  ７ 名 

 
 導入した新技
 術 

 ①不耕起播種期による播種 
 
 ②土壌診断に基づく土づくり資材の投入 
 
 ③簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術 

 ４．経営革新モデルの妥当性または改善に係るコメント 

 ＜モデルとしての妥当性＞ 
 ・当地区は、法人を中心に麦・大豆作りに熱心に取り組んでおり、毎 
  年大豆の収量は豊後大野市内の法人の中でトップクラス（２００ｋ 
  ｇ弱）である。 
 ・組合自身が、指導に基づく管理を積極的に行うなど姿勢も前向きで 
  ありモデル経営体として妥当である。 
 
 
 ＜成果の活用方法及び改善点＞ 
 ・研修会等で説明するとともに、当地区で得られたデータを他地区の 
  座談会等で活用し、近隣の栽培農家にすすめている。特に大豆不耕 
  起栽培については、省力的ではあるものの除草・発芽率向上対策が 
  課題である。 

 
 機械装備 

 自脱型コンバイン（４条）、大豆コンバイン、麦播種機、大豆播種 
 機２、トラクター、ライムソワー、ﾏﾆｭｱｽﾌﾟﾚｯﾀ、ｶｯﾃｨﾝｸﾞﾛｰﾙﾍﾞｰﾗｰ、
 溝掘り機、畦塗り機 

 労働時間 
   （hr/10a）

 １２．５ｈｒ／１０ａ（対県平均71%） 

 全算入生産費
     （円/10a）

 ３１，１０７円／１０ａ（対県平均67%） 

 所得 
  （万円/10a）

 ３４，７３８円／１０ａ 

   



 
                                                         
            モデル経営体への濃密指導 成果報告書 
  
  モデル経営体  農事組合法人 うたえだ 

 濃密指導担当者  豊肥振興局 集落･水田第一班 西村眞知子 
 
  

 導入・実施 
 した新技術 

 ①大豆の狭畦密植栽培技術 
 
 ②土壌診断に基づく土づくり資材の投入 
 
 ③簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術 
 
 ④汎用コンバインによる収穫 

 導入・実施 
 した背景 

 ①長年、大豆の栽培を行ってきた地区であり、今後の省力化技術として導入 
 
 ②これまで、土壌診断による肥培管理がなされていないため、土壌の状態に応じた栽培を実施するため導入 
 
 ③一部排水不良な水田があるため導入 

  
  ＜導入新技術の概要＞ 
 ①作付け面積の大半（８ｈａ程度）で実施。条間３５ｃｍ、無中耕、無培土で実施。播種日が７月上旬と早かったためか徒長気味に生育し倒伏が心配 
  されたが、台風の上陸がなかったため免れた。やや「つるぼけ」気味であり、収量は昨年より低かった。 
 
 ②大豆栽培農家１６戸分の土壌診断を実施した。また、麦前には３２戸分のＰＨ測定を行った。今年は土壌診断結果に基づき大豆基肥を適正量散布。 
  麦はＰＨ調整を主眼とした苦土石灰を適正量散布した。 
 
 ③地区内全麦圃場で実施。播種時降雨により大幅に播種時期が遅れた。 

 

 ＜実施方法・濃密指導実績＞ 
 ①播種時期を遅らせる予定であったが、実際には慣行と同時期に播種した。今年は台風が接近しなかったため倒伏は無かった。次年度は播種時期の検 
  討と、通常時期まきのむらゆたかの場合は、耐倒伏性を考慮し中耕作業を組み合わせた手法も必要と思われる。 
 
 ②土壌診断については、診断結果の読み方講習改組実施。ほ場ごとの問題点を皆で検討した。地力が低いほ場が多かったため、土作りの徹底をすす 
 めた。また、麦前にはＰＨ値による苦土石灰散布量の調整をほ場ごとに指示した。 
 
 ③麦播種期の天候にが悪く播種が大幅に遅れた。適正な畦たてが出来る位置に培土板を設置するよう指導した。 



 
  
＜実施結果の概要＞                                                                                             

 １．実施結果の説明  簡易培土板による播種同時溝上げは、全大豆圃場で実施。作業が楽で排水性も高まるため生産者には好評であった。大豆の狭 
畦密植栽培は、播種時期が早く徒長した。台風年の倒伏被害が気がかりである。土壌診断については多くの圃場で実施した。

 診断結果に基づき苦土石灰の散布を行った。

  
  ２．主要効果の具体的数値   ３．モデル経営体としての活動実績  

 経営形態   特定農業法人  モデルの種類  平地モデル   日時     場   所     内  容  主催者 
 作付体系  麦＋大豆＋作業受託  H20.4.25  千歳町 千歳農村

 環境改善センター
 
 「儲ける水田農業
 研修会」 

 麦作り研修会会場で当組合 
 の取り組みを発表した特に 
 土作り等について。 

 豊後大野 
 市担い手 
 育成総合 
 支援協議 
 会 

 経営規模          ３０．９ ｈａ 

  麦 類 
 大 豆 
 作業受託 

         ３０．９ ｈａ 
          ７．９ ｈａ 
          ３．０ ｈａ  H20.7.8  清川町 宇田枝農

 業研修センター・
 津留地区ほ場 
 「大豆３００ｋｇ
 とり研修会」 

 土壌診断結果に基づく土作 
 りの説明を行った後、ほ場 
 で不耕起、培土板による播 
 種実演会を行った。 

 県豊肥振 
 興局 

 労働力    基幹  ２ 名、補助  １７ 名 

 
 導入した新技
 術 

 ①大豆の狭畦密植栽培技術 
 
 ②土壌診断に基づく土づくり資材の投入 
 
 ③簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術 
 
 ④汎用コンバインによる収穫 

 ４．経営革新モデルの妥当性または改善に係るコメント 

 ＜モデルとしての妥当性＞ 
 ・宇田枝地区では長年、麦・大豆を大規模に栽培しており新しい技術 
  にも積極的にチャレンジする。 
 ・毎月栽培管理等について全員会議を開催しており、このことにより 
  地区内における栽培技術の徹底が図られている。 
 
 
 
 ＜成果の活用方法及び改善点＞ 
 ・研修会で説明するとともに、近隣の栽培農家に現地で紹介している。 
  特に大豆の狭畝密植栽培については、播種時期などの検討が必要。 

 機械装備  汎用コンバイン（ｷｬﾋﾞﾝ付き大豆用）、目皿式播種機、トラクター、
 溝上げ機、管理機 

 労働時間 
   （hr/10a）

 １１．０ｈｒ／１０ａ（対県平均63%） 

 全算入生産費
     （円/10a）

 ２３，９３０円／１０ａ（対県平均49%） 

 所得 
  （万円/10a）

 ２０，０６１円／１０ａ 

 



                                                         
  
            モデル経営体への濃密指導 成果報告書 
  
   モデル経営体  農事組合法人 実業営農組合 

  濃密指導担当者  西部振興局 集落・水田班 江川寛子 
 
  

 導入・実施 
 した新技術 

 ・大豆の一条畦立て栽培技術 
 ・大豆の狭畦密植栽培技術 
 ・土壌分析に基づく土づくり資材の投入 

 導入・実施 
 した背景 

 水田経営所得安定対策に対応するため、米・麦・大豆の高品質生産技術の確立が求められていた。 
 また、対象地区は、ほ場整備後間もない区画が多く、湿害対策が重要であった。 

  
 ＜導入新技術の概要＞ 
 ・大豆の一条畦立て栽培技術 
  簡易培土板及び簡易畦立機を利用した、効率的な播種同時一条畦たて技術。 
 ・大豆の狭畦密植栽培技術 
  湿田が多く、播種適期に播種できない場合が想定されるので、播種が遅延した場合の補完技術として、播種量を増やすことで生育量の不足をカバー 
  し、収量を確保する技術。 
 ・土壌分析に基づく土作り資材投入 
  高品質生産をはかるため土壌診断により適正な土作りを行う 

 ＜実施方法・濃密指導実績＞ 
 
 ・大豆の一条畦立て栽培技術 
  4/6   役員を対象として大豆栽培の技術研修を行い、今年の栽培計画を決定した。 
  7/10～ 狭畦密植栽培をのぞく全ほ場で、簡易培土板及び簡易畦立機を利用した播種同時一条畦たて播種を行った。 
 
 ・大豆の狭畦密植栽培技術 
   6/26  役員を対象に大豆播種打ち合わせを行い、特に狭畦密植栽培技術について説明をおこなった。 
  7/28  条間30㎝の密植にすることにより、播種遅延による生育不足を解消し、収量を確保した。 
 
 ・土壌分析に基づく土づくり資材の投入 
   6/26  土壌診断結果を基に、ようりんの投入による大豆栽培実証ほの設置を計画した。 
 
 ・自脱型コンバインによる収穫 
  5/25.6/5 麦適期収穫指導 

 



    



 ＜実施結果の概要＞                                                                                             
 １．実施結果の説明  

 一条畦立て栽培により、降雨による播種直後の湿害を軽減するとともに、晩播対策として、狭畦密植栽培の実証を実施した。 
 また、土壌分析に基づき、土壌改良資材を投入し、土づくりを図った。 

  
 ２．主要効果の具体的数値   ３．モデル経営体としての活動実績 

 経営形態  農事組合法人  モデルの種類  中山間地モデル  日時   場所  内容  主催者 
 作付体系  水稲＋大豆＋麦  H20. 

  11.17 
 (農)実業営農組合
 大豆栽培ほ場 

 地域の担い手、関係機関と 
 ともに導入技術の成果につ 
 いて、現地ほ場にて研修を 
 行った。 

 県 

 経営規模         約 １１．４ ha 

  水 稲 
 麦 類 
 大 豆 

           １．７ ha 
           １．７ ha 
           ９．７ ha 

 労働力   基幹  ６ 名、補助  ６ 名 

 
 導入した新技
 術 

 ・大豆の一条畦立て栽培技術 
 ・大豆の狭畦密植栽培技術 
 ・土壌分析に基づく土づくり資材の投入  ４．経営革新モデルの妥当性または改善に係るコメント 

 ＜モデルとしての妥当性＞ 
 中山間地における麦・大豆の過去実績のない集落営農法人として、新 
 技術の実証を実施しており、モデル経営体として適している。 
 
 ＜成果の活用方法及び改善点＞ 
 ・大豆の一条畦立て栽培技術 
  発芽率の向上が図られており、技術定着が進んでいる。 
 
 ・大豆の狭畦密植栽培技術 
  本年は、おおむね播種適期に播種することができたので、播種遅延 
  時の補完技術としての有用性を実感できなかったようだが、今後、 
  活用できる技術として試験的な導入を続けていく。 
 
 ・土壌分析に基づく土づくり資材の投入 
  土壌診断に基づく資材投入を行うことで高品質高反収を目指す。 
  ただし、資材費が値上がりしているので、費用対効果を検討する必 
  要がある。 

 
 機械装備 

 トラクター（30ps、46ps）×2台、田植機（6条）×1台、 
 コンバイン（4条）1台、水田ハロー、台車、畦塗機、パ
 ワーディスク、ハーベスター、簡易培土板、簡易畦立機、 
 中耕ローター 

 労働時間 
   （hr/10a）

 6.6hr/10a（対県平均 32%） 
 総労働時間 859hr÷13.1ha 

 全算入生産費
     （円/10a）

 60,397円/10a (対県平均 113%) 
 総経費7,912千円÷13.1ha  （うち水稲98,600円/10a、麦 
 類53,150円/10a、大豆54,050円/10a） 

 所得 
  （万円/10a）

 
 ２．１万円/10a 

 
         



                                                                
            モデル経営体への濃密指導 成果報告書 
  
   モデル経営体  農事組合法人 大肥郷ふるさと農業振興会 

  濃密指導担当者  西部振興局 集落・水田班 白石 隆 
 
  

 導入・実施 
 した新技術 

 ①湛水土中直播技術（条播）８ha 
 ②土壌分析に基づく土づくり資材投入 
 ③自脱型コンバインによる収穫 

 導入・実施 
 した背景 

 大区画圃場整備を行った圃場 約33haの経営を行っており、効率的な作業体系の確立、労働力の効率的利用が必要であった。 
 また、経営所得安定対策に取り組むにあたり、麦・大豆生産において収量品質の向上が不可欠であった。 

  
 ＜導入新技術の概要＞ 
 ①湛水土中直播技術（水稲条播） 
   水稲作業の労働力配分が合理化され、負担も軽減されため、少数のオペレーターでの水稲の栽培（播種・移植）が可能となった。 
 
 ②土壌分析に基づく土づくり資材投入（麦、大豆） 
   高品質で多収の麦・大豆生産を図るため土づくり資材（土壌改良資材）の投入を行った。 
 
 ③自脱型コンバインによる収穫 (米、麦) 
    大区画圃場での効率的作業の実施で適期収穫を行った。 

 ＜実施方法・濃密指導実績＞ 
 ①湛水土中直播技術（条播） 
   本年は、オペレーターの病気により労力不足となり、代かきの作業が不足したので雑草が多かった。芽干しおよび初期・中期の除草剤散布指導を 
  徹底した。 
 
 ②土壌分析に基づく土作り資材投入（麦、大豆） 
  ・20年播種麦については、約11haで土壌改良資材であるミネラルGを100kg/10aを散布した。20年産麦については、湿害対策のため排水溝の設置 
   を徹底するとともに赤かび病防除の指導を行った。 
  ・大豆作付け圃場での苦土石灰の施用指導（100kg/10a)を行うとともに、播種やカメムシ等の防除指導を行った。 
 
 ③自脱型コンバインによる収穫 
  ・水稲(ヒノヒカリ)おいては効率的作業や適期収穫の指導を行った(10/23)。収量は、雑草害等により394kgであった。 
  ・麦においては、適期収穫の指導を行った(5/22)。本年は１月以降で降雨が多く湿害のため収量は、237kg/10aにとどまった。 
   ・米、麦ともに色彩選別機等を使用し、米についてはすべて一等となり、麦の一等麦比率は89％となった。 

 



 ＜実施結果の概要＞                                                                                                    
 １．実施結果の説明  

  湛水土中直播技術は他地区へ技術導入のモデルとなった。 
  麦・大豆の収量向上がはかられた。 

  
 ２．主要効果の具体的数値   ３．モデル経営体としての活動実績 

 経営形態  農事組合法人  モデルの種類  中山間地モデル  日時   場所  内容  主催者 
 H20.5.17  日田市夜明上町 

 大肥郷ふるさと農
 業振興会機械倉庫

 九重町の恵良営農組合で栽 
 培する直播種子のカルパー 
 コーティングを実施すると 
 もとに栽培管理について指 
 導を行った。 

 大肥郷 
 恵良営農 
 組合 

 作付体系  水稲＋大豆＋麦＋飼料用水稲＋野菜 

 経営規模           ３３．７ ha 

  水 稲 
 麦 類 
 大 豆 
 野 菜 
 その他 

                １３．５ ha程度 
          ３２．０ ha程度 
          １０．０ ha程度 
           ０．８ ha程度 
           ９．４ ha程度（飼料用水稲） 

 H20.9.26  日田市隈町 
 日田集落営農組織
 連絡会における直
 播等の研修 

 森山代表理事から、本年の 
 水稲直播の反省点や今後の 
 改善点等について説明がな 
 された。 

 日田集落 
 営農組織 
 連絡会 

 労働力   基幹  ３ 名、補助  ７ 名 

 導入した新技
 術 

 ・湛水土中直播技術        （水稲条播） 
 ・土壌分析に基づく土作り資材投入（大豆、麦） 
 ・自脱型コンバインによる収穫     (米、麦) 

 ４．経営革新モデルの妥当性または改善に係るコメント 

 ＜モデルとしての妥当性＞ 
  管内の先進的集落営農組織であり、講演や視察受け入れなどを積極 
 的に行っている。そのため、他集落からの注目も高くモデル経営体と 
 して適している。 
 
 ＜成果の活用方法及び改善点＞ 
 ・湛水土中直播技術       （水稲条播） 
   他の営農組織への技術波及に資する。 
   水管理の難しい圃場での除草技術向上を図る 
 ・土壌分析に基づく土作り資材投入（大豆・麦） 
   土壌診断に基づく資材投入を行うことで資材費の削減を検討する。 
 ・自脱型コンバインによる収穫     (水稲・麦) 
    大区画圃場での作業効率向上を図る。 
 ・過去３年間の経営概況を分析し、作付け計画の見直しを図ったが、 
  品目や品種等の更なる検討を行う。 

 
 機械装備 

 田植機6条2台、コンバイン4条1台、5条1台、トラクター４２ｈｐ ２台、６０ｈｐ １台、乗
 用防除機、畦塗機、堆肥散布機、代かきハロー、水稲播種機、育苗機、大豆麦播種機、フロン
 トローダー、鎮圧ローラー、大豆乾燥機、大豆コンバイン、乗用管理機、溝掘機、計量機、フ
 レコンバック」、色彩選別機、石抜機、ハロー、サブソイラ、プラウ、 

 労働時間 
   （hr/10a）

  14.3hr/10a（対県平均 68%） 
 総労働時間 7934hr÷55.5ha 
 （うち水稲22.4hr/10a、麦類9.8hr/10a、大豆17.6hr/10a） 

 全算入生産費
     （円/10a）

  62,880円/10a  (対県平均 117%) 
 総経費41,248千円÷65.7ha  （うち水稲107,201円/10a、 
 麦類59,510円/10a、大豆60,340円/10a） 
 （７月決算時の聞取り） 

 所得 
  （万円/10a）

  2.1万円程度 

 
                                                               



 
            モデル経営体への濃密指導 成果報告書 
  
  モデル経営体  農事組合法人 まっさき 

 濃密指導担当者  北部振興局 集落･水田第一班 宮木隆裕 
 
  

 導入・実施 
 した新技術 

   ①野菜の省力栽培技術（自動定植機による定植 対象：玉ねぎ） 
 
   ②高度施肥管理技術の導入（土壌分析に基づく土作り資材の投入） 
 
   ③多目的管理作業技術の導入（乗用管理機等使用技術） 

 導入・実施 
 した背景 

  ①昨年度より経営安定のために玉ねぎを導入している。作業の省力化・効率化のために自動定植機による定植を実施。 
 
   ②集落内の水田を３つのブロックでローテーションしており、ブロック毎の土壌成分を把握し効果的な施肥に活かすため実施。 
 
   ③オペレーターによる効率的な作業実施の為にブームスプレーヤーによる防除作業（水稲・麦・大豆）を実施。 

  
 ＜導入新技術の概要＞ 
 
 ①自動定植機による定植                実施面積：2ha 定植時間：20時間 
 
 ②土壌分析に基づく土づくり資材の投入  実施面積：約27ha 
 
 ③乗用管理機等使用技術                水稲・大豆・麦類・玉ねぎにおけるブームスプレーヤーによる防除作業実施面積：約89ha 

 ＜実施方法・濃密指導実績＞ 
   ①21年産玉ねぎ生産に向けて、4月より機械化体系について関係機関で協議を行い、播種～収穫までの作業機械を導入した。生産面積は19年から1ha 
   増加し2haとなっており、全面で自動定植機による定植を実施。（定植日 平成20年12月3日～8日）収穫は平成21年5月上旬～6月中旬の予定。 
 
   ②平成20年11月に土壌分析調査を実施。 
 
   ③近隣集落の大規模認定農業者と連携し適期防除を実施。 

 
    



 ＜実施結果の概要＞                                                                                                   
 １．実施結果の説明  ①早生 50a 中生1ha  晩生50a  計2haを5日間で定植。 

②土壌診断結果に基づく土壌改良資材の投入を実施。                      ③近隣集落での作業受託を含め、約89ha（水稲・大豆・麦類の合計）でブームスプレーヤーによる防除作業を実施。
  

 ２．主要効果の具体的数値   ３．モデル経営体としての活動実績 

 経営形態  特定農業法人  モデルの種類  平地モデル  日時   場所  内容  主催者 
 作付体系  水稲＋大豆＋麦類＋玉ねぎ  H20.7.23  宇佐商工会館  市内の集落営農組織連絡協 

 議会研修会にて、新規品目 
 （玉ねぎ）実証圃と新技術 
 導入についての成果報告を 
 実施。 

 市 

 経営規模           ４３  ｈａ 

  水 稲 
 麦 類 
 大 豆 
 野 菜 

          １８．５ｈａ程度 
          ２７  ｈａ程度 
          ２２．２ｈａ程度 
           ２  ｈａ程度 

 ◆県北部振興局管内の「集落営農法人ガイド」にて、土地利用型作物 
  と園芸品目を組み合わせたモデル経営体として広く紹介されている。 

 労働力   基幹  ５ 名、補助  ３ 名 

 導入した新技
 術 

 ①野菜の省力栽培技術（自動定植機による定植 対象：
  玉ねぎ） 
 ②高度施肥管理技術（土壌分析に基づく土づくり資材の
  投入） 
 ③多目的管理作業技術（乗用管理機等使用技術） 

 ４．経営革新モデルの妥当性または改善に係るコメント 

 ＜モデルとしての妥当性＞ 
  昨年より玉ねぎを導入し、土地利用型作物＋園芸品目のモデル経営 
 体となっている。法人構成員の高齢化が危惧されていたが、新たに40 
 代のｵﾍﾟﾚｰﾀｰ候補が育っており世代交代も順調に進んでいる。平成15年 
 の設立以降、集落内には耕作放棄地が無く、地権者も安心して農地を 
 預けられる組織となっている。 
  以上のことから、地域経営体のモデルとして妥当と考えられる。 
 
 ＜成果の活用方法及び改善点＞ 
  20年産玉ねぎは収穫時期の天候不順により、一部収穫不能となった 
 が、21年産は品種を分散し、適期収穫による収量アップを目指してい 
 る。 

 機械装備  ﾄﾗｸﾀｰ5台(41~60ps) ｺﾝﾊﾞｲﾝ4台(普通1台・大豆2台・汎用(5条)１ 
 台）ﾕﾝﾎﾞ・育苗播種機・育苗洗浄機・畦ﾛｰﾀｰ・播種機(5条)・田植
 機(8条)・施肥機・運搬機・ﾌﾛﾝﾄｿﾜｰ・ﾃﾞｨﾊﾞｲﾀﾞｰ・溝堀機各1台ﾌﾞｰ

 ﾑｽﾌﾟﾚｰﾔｰ･管理機･ﾊﾛｰ･ﾛｰﾀﾘｰ各2台 全自動播種機・全自動定植機・半
 自動収穫機・小型ｵﾆｵﾝﾋﾟｯｶｰ・剪葉機各1台 

 労働時間 
   （hr/10a）

 5hr/10a（対県平均29％） 
 総労働時間3,614hr÷69.7ha（うち水稲7hr/10a、麦類6hr 
 /10a、大豆4hr/10a、玉ねぎ164hr/10a） 

 全算入生産費
     （円/10a）

 43,435円/10a （対県平均89％） 
 総経費30,274千円÷69.7ha （うち水稲55,083円/10a、麦 
 類45,298円/10a、大豆30,632円/10a、玉ねぎ110,673円/1 
 0a） 

 所得 
  （万円/10a）

 872万円程度(2.0万円/10a) 

 
                                                                



            
モデル経営体への濃密指導 成果報告書 

  
  モデル経営体  近藤 博明 

 濃密指導担当者  北部振興局 集落・水田第一班 大友孝憲 
 
  

 導入・実施 
 した新技術 

 ・乗用管理機等使用技術（水稲、麦、大豆） 
 
 ・一条畦立播種技術（大豆） 
 
 ・土壌分析に基づく土づくり資材の投入（麦） 

 導入・実施 
 した背景 

 親の経営を引き継ぎ就農して8年になる。規模は順調に拡大しているものの、効率的な土地利用や品質、収量の向上等問題点も多い。 
 このためモデル経営体として取り組むことにより、関係機関の指導を受けながら新技術を積極的に導入し、自らの技術向上と経営の安定 
 を図りたい。また、導入した技術や経営が地域へ波及し地域の農業が発展し、仲間を増やすことにより互いに向上していきたい。 

  
 ＜導入新技術の概要＞ 
 ・乗用管理機等使用技術（水稲、麦、大豆） 
  ブームスプレイヤーを除草剤散布（麦、大豆、玉葱）、病害虫防除（水稲、麦、大豆、玉葱）に広く活用することでコスト低減を図る。 
 
 ・一条畦立播種技術（大豆） 
  大豆をちかのりクン、簡易培土板により畦立同時播種することで出芽、苗立ちの安定化を図る。 
 
 ・土壌分析に基づく土作り資材の投入（麦） 
  麦の生産安定と生産コストの低減を図るための土壌分析（5点）を実施し、効率的に肥料及び土壌改良資材を投入する。 

 ＜実施方法・濃密指導実績＞ 
 ・ブームスプレイヤーで、米、麦、大豆、玉葱の除草剤散布、病害虫防除を実施している。病害虫発生状況等の情報提供や散布（防除）適期の指導を 
  行った。 
  また、広域普及指導員の飛散低減ノズルの現地調査に協力することで飛散低減に対する指導を行った。 
 
 ・麦播種前に土壌分析を実施し、石灰資材等の投入量の参考にした。 

 
    



 ＜実施結果の概要＞                            
 １．実施結果の説明  経営規模は、平成18年度の18ha、19年度の20.3haから計画の21haへ拡大し、作業受託を大幅に拡大した。 

導入技術は､乗用管理機等の（ブームスプレイヤー）で計画通りに米、麦、大豆、玉葱に広く活用した。
 土壌分析に基づく土づくりは麦播種前に土壌分析し、石灰資材を投入した。

  
  ２．主要効果の具体的数値   ３．モデル経営体としての活動実績  

 経営形態  家族経営  モデルの種類  平地モデル  日時   場所  内容  主催者 
 作付体系  水稲+麦+大豆+作業受託+野菜  H20.7.23  市内商工会議所  集落営農組織連絡協議会の 

 総会でﾌﾞｰﾑｽﾌﾟﾚｲﾔの使用実 
 績からの有効性について紹 

 宇佐市 

 経営規模    約２１ha （別途作業受託） 

  水 稲 
 麦 類 
 大 豆 
 玉 葱 
 作業受託 

   １３   ha程度（ﾋﾉﾋｶﾘ12ha、ﾋﾖｸﾓﾁ 1ha） 
   １１．５ ha程度（農林61号8ha 、ｲﾁﾊﾞﾝﾎﾞｼ3.5ha）
    ６     ha程度（むらゆたか6ha） 
     ０．３ ha程度 
  延べ１２２ ha程度(水稲乾燥調製、収穫、育苗、防除） 

 H20.8.25  宇佐市  副知事との意見交換会で、 
 認定農業者組織の代表で活 
 動を報告 

 
 県 

 H20.9.8 
  10.28 
   12.11 

 大豆圃場 
 農業研究ｾﾝﾀｰ 
 農業文化公園 

 ﾌﾞｰﾑｽﾌﾟﾚｲﾔの飛散低減ﾉｽﾞﾙ 
 の実証試験に協力、ﾃﾞｰﾀは 
 新技術ｾﾐﾅｰや施肥防除会議 
 で紹介 

 
 労働力   基幹 １名、雇用 １名（通年）、補助  ２名（父母）

 導入した新技
 術 

 ・乗用管理機等使用技術（水稲、麦、大豆、） 
 
 ・土壌分析に基づく土づくり資材の投入（麦） 

 ４．経営革新モデルの妥当性または改善に係るコメント 

 機械装備  トラクター（30、24、23PS）3台、コンバイン（4条）1台、 
 田植機（6条）1台、ブームスプレイヤー1台、畦塗り機1 
 台、溝上げ機1台、ブロードキャスター1台、 
 播種機（麦・大豆）1台、ライスセンター（乾燥機；40、 
 30、25×3、12×1、籾摺り機；1）、トラック（2t）1台、
 軽トラ1台、フォークリフト1台 

 ＜モデルとしての妥当性＞ 
 
  親の経営を引き継いで8年で30歳代と若いが、地域の担い手として経 
 営規模も拡大している。また、本年から年間を通じた雇用を1名確保し 
 て作業受託を中心に積極的に規模の拡大と経営安定を模索している。 
  また、規模が大きいわりには単収も確保しており、地域の信頼も厚 
 いためモデルとして技術の普及が期待される。 
 
 
 ＜成果の活用方法及び改善点＞ 
 
  成果を現地研修会等で発表する等で普及を図る。 
 
  6月、10月の作業が多く、1～4月の冬場に仕事が少ないため、水稲の 
 昨期分散と冬場の時間を活用できる野菜等の導入を検討する必要があ 
 る。 

 労働時間 
   （hr/10a）

 12.8hr/10a（対県平均69％） 
 総労働時間7,090hr÷（30.8ha+作業受託延122/5ha） 
 （うち水稲21.7hr/10a、麦類12.0hr/10a、大豆7.7hr/10a、 
 玉葱185.6hr/10a、作業受託8.0hr/10a） 

 全算入生産費
     （円/10a）

 41,759円/10a（対県平均84％） 
 総労働時間21,840円÷52.3ha 
 （うち水稲89,500円/10a、麦類46,800円/10a、大豆60,80 
 0円/10a、玉葱163,600円/10a、作業受託11,000円/10a） 

 所得 
  （万円/10a）

 831万円程度（1.50万円/10a程度） 

 



                                                                 
            モデル経営体への濃密指導 成果報告書 
  
  モデル経営体  農事組合法人 ふき村 

 濃密指導担当者  北部振興局 集落･水田第二班 内田 徹 
 
  

 導入・実施 
 した新技術 

  ①乗用管理機等使用技術（水稲、麦、大豆）38ha 
  ②一条畦立て播種技術（大豆）5.5ha 
  ③土壌分析に基づく土づくり（麦）17ha 
  ④狭畦密植栽培（大豆）0.5ha 
  ⑤汎用ｺﾝﾊﾞｲﾝによる収穫（大豆、そば）14ha 

 導入・実施 
 した背景 

   農事組合法人ふき村は集落一農場方式を採用しており、中山間地域のﾓﾃﾞﾙ的取り組みを実践している。しかし土地条件が厳しく、思う 
 ように生産性があがっていないことが大きな課題になっている。今後生産性を上げ、より経営を安定させるために栽培技術面、運営面で 
 支援を実施する必要がある。 
   ①大面積での防除作業を効率的に行い、適期作業を実践。 
   ②排水対策を強化し、大豆の単収・品質を向上 
   ③堆肥を併用していることから、土壌分析により無駄のない土づくりで経費節減 
   ④狭畦密植栽培により中耕培土を省略し、労力削減可能かの検証 
   ⑤資本装備の効率化により、減価償却費を節減 

  
 ＜導入新技術の概要＞ 
 ①乗用管理機等使用技術(水稲、麦、大豆) 
     水稲防除、麦除草剤散布、開花期防除、大豆開花期防除 
 ②一条畦立て播種技術（大豆） 
     「ちかのりくん」を使用して、一条畦立て播種を行い、排水対策を強化 
 ③土壌分析に基づく土づくり(麦) 
     土壌分析結果により麦播種前に施用する土壌改良資材の量を決定 
 ④狭畦密植栽培(大豆) 
     今後の本格的導入に向け、収量性を検討 
 ⑤汎用ｺﾝﾊﾞｲﾝの導入 
   大豆、春そば、秋そばの収穫を実施 

 ＜実施方法・濃密指導実績＞ 
 ①定例会、現地巡回等で防除適期について指導を実施 
 ②定例会で実施方法について確認(6月)、播種巡回指導(7月) 
 ③土壌診断センターへの土壌分析を依頼、結果に基づき土づくり資材として「ミネラルＧ」を100kg/10a(当初予定：200kg/10a)施用することに決定 
 ④定例会で実施方法について確認(6月)、坪刈りを実施(11月) 
 ⑤収穫適期巡回指導 

 



 ＜実施結果の概要＞                                                                                                    
 １．実施結果の説明  ①乗用管理機等使用技術：ﾌﾞｰﾑｽﾌﾟﾚﾔｰにより、効率的な防除を行った。 

②一条畦立て播種技術：「ちかのりくん」を使用することにより省力的な排水対策を講じることが可能になった。
                      ③土壌分析に基づく土づくり：麦播種前に土壌分析を行い、効率的な資材の投入を行った。
                      ④狭畦密植栽培技術：無中耕、無培土での省力化が可能か収量等経営的側面で分析した。 
                      ⑤汎用ｺﾝﾊﾞｲﾝによる収穫：大豆、春そば、秋そばの収穫を行った。 

  
  ２．主要効果の具体的数値   ３．モデル経営体としての活動実績  

 経営形態   特定農業法人  モデルの種類  中山間地ﾓﾃﾞﾙ  日時   場所  内容  主催者 
 作付体系   水稲＋麦＋大豆＋そば＋ぶんご合鴨  H21.2.17  大分県豊後高田総

 合庁舎 
 麦研修会で地域の担い手へ 
 技術取り組み内容を発表し、
 意見交換を行った。 

 県 

 経営規模         約 ２５    ha 

  水 稲 
 麦 類 
 大 豆 
 野 菜 
 そ ば 

          １４．５ ha程度 
          １７．０ ha程度 
            ６．０ ha程度 
            ０．３ ha程度 
            ８．０ ha程度 

 労働力   基幹 １ 名、 補助 ５ 名 

 
 導入した新技
 術 

  ①乗用管理機等使用技術（水稲、麦、大豆）38ha 
  ②一条畦立て播種技術（大豆）5.5ha 
  ③土壌分析に基づく土づくり（麦）17ha 
  ④狭畦密植栽培（大豆）0.5ha 
  ⑤汎用ｺﾝﾊﾞｲﾝによる収穫（大豆、そば）14ha 

 ４．経営革新モデルの妥当性または改善に係るコメント 

 ＜モデルとしての妥当性＞ 
   平成１１年に中山間地域で集落一農場方式をとる組織として設立、 
 平成１６年に法人化し、安定的な経営を行っており、中山間地域の集 
 落営農のモデルとして活動している。 
   ここ数年は徐々に地区外での利用権設定面積を増やし、規模拡大、 
 単収・品質向上により、さらに将来的に安定した経営を目指している。 
   地域の中でも後に続く組織の目標になっており、モデルとして妥当 
 であると考えられる。 
 
 
 ＜成果の活用方法及び改善点＞ 
  中山間地域であり、土地条件が厳しく単収・品質が不安定である。基 
 本的技術に新技術を組み合わせることで、効率的な生産体制を築き、 
 農業生産所得の向上が大きな課題である。 

 
 機械装備 

 ﾄﾗｸﾀｰ(36ps,50ps)、自脱型ｺﾝﾊﾞｲﾝ４条×２、汎用ｺﾝﾊﾞｲﾝ、 
 田植機(６条)、ﾌﾞｰﾑｽﾌﾟﾚﾔｰ 

 労働時間 
   （hr/10a）

 5.0hr/10a（対県平均24%） 
 総労働時間 2,270hr÷46ha（うち水稲8.4hr/10a、麦類2. 
 6hr/10a、大豆3.8hr/10a） 

 全算入生産費
     （円/10a）

 52,340円/10a (対県平均 98%) 
 総経費23,815千円÷46ha  （うち水稲98,715円/10a、麦
 類51,101円/10a、大豆50,429円/10a） 

 所得 
  （万円/10a）

 639万円程度(2.5万円/10a） 

 



                                                          
            モデル経営体への濃密指導 成果報告書 
  
  モデル経営体  河野 正勝 

 濃密指導担当者  北部振興局 集落･水田第二班 壽福和子 
 
  

 導入・実施 
 した新技術 

 ①狭畦密植栽培（大豆：９ha程度） 
 
 ②土壌分析に基づく土づくり資材の投入（麦は種前：７ha程度） 
 
 ③シーディングロータリー＋培土板播種技術（麦：１３ha程度） 

 導入・実施 
 した背景 

  豊後高田市田染地域において、普通作物の栽培を中心に経営を行っている。地域の高齢化にともない、地域から農地の管理を依頼され、 
 担い手として期待されているが、その面積は今後増加すると考えられる。 
  基幹労働力は２名で、労働力配分の合理化や作業の省力化により効率よく作業をしていくことが求められる。 
 
 ①栽培管理時期が集中してしまうため、労働力配分の合理化と作業の省力化を目的として大豆作において狭畦密植栽培を行う。 
 ②土壌の状態を把握し、適当な施肥計画をたてて土作りを行うことを目標に水系・ブロック別に土壌診断を依頼し、結果を参考にしなが 
  ら土壌改良材を投入する。 
 ③シーディングロータリー播種機を用いて耕起・播種・施肥・簡易溝上げ・除草剤散布を同時に行い、作業の省力化を図る。 

  
 ＜導入新技術の概要＞ 
 
  ①労働力配分の合理化   狭畦密植栽培技術（大豆） 通常の大豆栽培よりも畦幅を狭く、密植で栽培する。 
 
  ②土地利用の合理化    土壌分析に基づく土づくり資材の投入 土壌診断センターに土壌分析を依頼、結果に基づいて土作り資材を投入する。 
 
  ③資本装備の効率化    シーディングロータリーに培土板を設置し、耕起・播種・簡易溝上げ・除草剤散布の作業を同時に行い、作業の省力化 
               をはかる。 

 ＜実施方法・濃密指導実績＞ 
 
 ①大豆栽培において、晩播分のみだけでなく普通期は種の分についても試験的に狭畦密植を行った。収量・品質については現在調査中であり、来年に 
  向けて、収量・品質との兼ね合いをみながら労働力の合理化を図れるような大豆播種を指導していきたい。 
 
 ②昨年と同じ（同じ場所が出来なかったときは近隣の）ほ場で土壌を採取し、診断を依頼した。土壌改良については短い期間では効果は感じられにく 
  いが、ｐＨ値の向上など、数値的な変化も見られ、土改剤の効果について経営体と検討、指導を行った。 
 
 ③昨年の作業により、省力化を実感し、また、追肥の際にも麦踏み、土入れの作業が同時に出来るために、少量化した上で、より収量がとれるように 
  栽培管理の徹底を指導している。 

 



 ＜実施結果の概要＞                                                                                             
 １．実施結果の説明  ①大豆狭畦密植栽培を実施において労働力配分の合理化を実施。 

②土壌分析結果を参考に土壌改良材の投入を行い、土作りを実施。
           ③シーディングロータリー播種期を用いて、作業の省力化を可能にした。

  
 ２．主要効果の具体的数値   ３．モデル経営体としての活動実績 

 経営形態   家族経営  モデルの種類  中山間地モデル  日時   場所  内容  主催者 
 作付体系  水稲＋麦＋大豆  H20. 

   11.14 
 県北部振興局豊後
 高田事務所 

 麦栽培講習会に参加した地 
 域の担い手へ技術を波及し 
 た。 

 農協 
 市 
 県 

 経営規模          １８ ha 

  水 稲 
 麦 類 
 大 豆 
 野 菜 
 その他 

           ７．７  ha程度 
          １３．５  ha程度 
          ９．８  ha程度 
           ０．４  ha程度 
          ０．０８ha程度 

 H21.2.17  県北部振興局豊後
 高田事務所 

 地域の担い手へ技術の成果 
 を発表、意見交換を実施 

 農協 
 市 
 県 

 労働力    基幹  ２ 名、補助  ２ 名 

 
 導入した新技
 術 

 ・不耕起栽培技術（狭畦密植栽培技術） 
 ・高度施肥管理技術 
 （土壌分析に基づく土づくり資材の投入） 
 ・耕起・施肥・播種同時作業技術 
 （シーディングロータリー播種） 

 ４．経営革新モデルの妥当性または改善に係るコメント 

 ＜モデルとしての妥当性＞ 
  昭和５５年に就農して以降、普通作物の栽培を中心に経営を行ってき 
 た。平成１６年からは、経営の安定をはかるために白ネギ、ホオズキ 
 の栽培にも意欲的に取り組んでいる。地域では高齢化も進んでおり、 
 それにともない農地管理の依頼も増加してきた。新しい技術や経営の 
 効率化にも積極的に取り組む姿勢が見られ、近隣の大規模な認定農業 
 者とも頻繁に情報交換の場を持つなど、地域の担い手として期待でき 
 る存在である。 
 
 
 ＜成果の活用方法及び改善点＞ 
  麦のシーディングロータリー播種同時作業については今年度も作業の 
 省力化となった。H20年より一部を除いてシートパイプ施工も行い、排 
 水対策の効果も期待される。大豆栽培については、省力化の観点から 
 普通期栽培についても狭畦密植栽培を実施したが、倒伏や品質など普 
 及指導の面からは懸念されることもあり、今年の結果を来年の指導の 
 参考にしてモデル経営体と検討したい。地域の担い手である経営体に 
 とって今後経営規模は拡大の方向を指し、ただ省力化を求めるのでは 
 なく、効率的に収量が得られるよう、栽培管理指導を行っていきたい。 

 
 機械装備 

 ・トラクター（50馬力） 
 ・乗用田植機（８条） 
 ・汎用コンバイン 
 ・シーディングロータリー 

 労働時間 
   （hr/10a）

 7.95hr/10a（対県平均42%) 
 総労働時間2464.8hr÷31ha（うち水稲17.5hr/10a、麦類5. 
 3hr/10a、大豆4.1hr/10a） 

 全算入生産費
     （円/10a）

 63,324円/10a （対県平均124%） 
 総経費19,630千円÷31ha  （うち水稲97,649円/10a、麦
 類54,938円/10a、大豆47,907円/10a） 

 所得 
  （万円/10a）

 430万円程度 
 (2.3万円/10a) 

 
         



                                                              
            モデル経営体への濃密指導 成果報告書 
  
  モデル経営体  有限会社 豊後農興 

 濃密指導担当者  北部振興局 集落･水田第二班 山本千恵 
 
  

 導入・実施 
 した新技術 

 ・土壌分析に基づく土づくり資材の投入 
 
 ・自脱型コンバインによる収穫 

 導入・実施 
 した背景 

 
  豊後高田市は高齢化が進展するなか、農地の担い手が不足し農地の荒廃化が危惧されている。こうした状況の下、土木建築業から派生 
 し十分な労働力を確保している本経営体においては、地域から農地管理を依頼され、その面積は今後益々増加する傾向にある。 
  一方で、本地域は中山間地域であり作物の栽培に不利な立地であり、地域の農地を大規模に維持する上で作業の効率化、更には、輸入 
 農産物との競合に勝利できるよう経営のスリム化が必要である。 
  そこで、新たな技術を導入し、本経営体の経営安定に取り組むと共に、大規模経営体としての継続性を担保するために、本事業に参加 
 を応募するものである。 

  
 ＜導入新技術の概要＞ 
 
 ・土壌分析に基づく土づくり資材（堆肥・土壌改良資材）の投入 
   小麦の栽培にあたり土壌診断センターの土壌分析結果をもとに投入資材・投入量を決定し施用する 
 
 ・自脱型コンバインによる収穫 
   水稲、麦収穫に対応した自脱型６条刈コンバインの導入による機械整備の効率化を図る 

 ＜実施方法・濃密指導実績＞ 
 
 ・土壌分析に基づく土づくり資材（堆肥・土壌改良資材）の投入 
   圃場の団地化と作付計画を策定。 
   各団地において土壌分析のため土壌のサンプリングを実施。 
    ＪＡ全農おおいた土壌診断センターへ診断を依頼。 
   小麦播種前に診断結果に基づいた堆肥・土壌改良資材を投入。 
 
 ・自脱型コンバインによる収穫 
   機械導入に係る経営計画の作成を支援。 
   農業系制度資金を活用して6条刈自脱型コンバインを導入。 
    水稲および小麦の収穫において活用。 

 
   



 ＜実施結果の概要＞                                                                                                    
 １．実施結果の説明  

 ・土壌分析に基づく土づくり資材（堆肥・土壌改良資材）の投入 
     平成20年産麦栽培（14.5ha）について、堆肥、土壌改良資材を投入した結果、平成21年産麦栽培（13.0ha）前の土壌診断値は前年より大幅に 
  改善し、収量も増加した。当年も診断値に基づいて団地毎の施肥設計を策定し、堆肥・土壌改良資材を投入した。 
 
 ・自脱型コンバインによる収穫 
   6条刈自脱型コンバインを導入し、水稲収穫において12.5ha、小麦収穫において14.5haを作業した。 
   これまで外部化していた作業であり高コスト、適期作業が困難であった等の課題を解決しつつある。 

  
  ２．主要効果の具体的数値   ３．モデル経営体としての活動実績  

 経営形態  認定農業者（法人）  モデルの種類  中山間地モデル  日時   場所  内容  主催者 
 作付体系  水稲＋麦＋大豆＋飼料稲  H20. 

 11.14 
 JAおおいたくにさ
 き西部地域本部会
 議室 

 地域の担い手に対して技術 
 成果の発表、意見交換を行 
 うことにより、技術の波及 
 を図った。 

 JAおおい 
 た、担い 
 手協、北 
 部局 

 経営規模          ２５．７６ ha 

  水 稲 
 麦 類 
 大 豆 
 飼料稲 

        １２．５   ha程度 
        １３．０   ha程度 
         ５．２   ha程度 
         ８．１   ha程度 

 労働力   基幹 ２ 名、 補助 ６ 名 

 
 導入した新技
 術 

 ・土壌分析に基づく土づくり資材の投入 
  （麦、13.0ha） 
 
 ・自脱型コンバインによる収穫 
  （６条刈り、水稲、12.5ha、小麦14.5ha） 

 ４．経営革新モデルの妥当性または改善に係るコメント 

 ＜モデルとしての妥当性＞ 
  土地利用型農業の理想的な経営発展に向けた取組としては、自脱型 
 コンバインを導入したことで資本装備の効率化に向けた進展が確認で 
 きる。 
  高度施肥管理技術による土地利用の合理化については、土壌診断値 
 の改善、収量の増加等の効果が確認されており、モデルとして妥当で 
 あると思われる。 
 
 ＜成果の活用方法及び改善点＞ 
 ・土壌分析に基づく土づくり資材の投入 
   引き続き調査を行い成果を取りまとめる。 
 
 ・自脱型コンバインによる収穫 
   本機を最大限活用した経営計画を随時見直し、経営拡大等資本整 
  備の効率化を目指す。 

 
 機械装備 

 トラクター３台（50、23、12ps）、ロータリー、自走式 
 動力噴霧機、畦塗り機、ロールべーラー、自脱式コンバ
 イン 

 労働時間 
   （hr/10a）

 9.9hr/10a（対県平均52％） 
 総労働時間3,845hr÷38.8ha（うち水稲17.4hr/10a、麦類 
 5.3hr/10a、大豆4.7hr/10a、飼料稲9.1hr/10a） 

 全算入生産費
     （円/10a）

 73,502円/10a（対県平均144％） 
 総経費28,518千円÷38.8ha 
 （うち水稲98,420円/10a、麦類66,871円/10a、大豆57,12 
 1円/10a、飼料稲56,206円/10a） 

 所得 
  （万円/10a）

 564万円程度（2.2万円/10a） 

 



                                                           
モデル経営体への濃密指導 成果報告書 

  
  モデル経営体名  農事組合法人 おぶくろ営農 

 濃密指導担当者  北部振興局 集落･水田第二班  衛藤靖之 
 
  

 導入・実施 
 した新技術 

 ①労働力配分の合理化  ・不耕起栽培技術                （浅耕一工程播種） 
 
 ②土地利用の合理化    ・高度施肥管理技術              （土壌診断に基づく緩効性肥料による省力型追肥） 
 
 ③資本装備の効率化    ・耕起・施肥・播種同時作業技術  （簡易培土板による播種同時溝上げ栽培） 
                       ・汎用収穫技術                  （汎用コンバインによる収穫） 

 導入・実施 
 した背景 

 ・平成９年に営農組織を設立して１０年になる。経営は概ね順調に推移しており、中津市の集落営農組織のモデルとなっているが、効率 
   的な土地利用や品質・収量の向上、コスト低減等の課題も残されている。このため、モデル経営体として取り組むことにより、関係機 
   関の指導を受けながら新技術を導入し、栽培技術の向上と経営の安定を図りたい。また、導入した技術を地域へ波及させ、地域農業の 
  発展に寄与する。 

  
 ＜導入新技術の概要＞ 
   ・浅耕一工程播種（大豆１６haで実施） 
   ・土壌診断に基づく緩効性肥料による省力型追肥（麦４２haで実施） 
   ・簡易培土板による播種同時溝上げ栽培（麦４２ha，大豆１６haで実施） 
   ・汎用コンバインによる収穫（麦５ha，大豆１６haで実施） 
   ・乗用管理機等使用による除草剤の散布、施肥（麦４２ha） 

 ＜実施方法・濃密指導実績＞ 
   ・各技術の実施時期、方法等について情報提供を行うとともに、現場で実地指導を行った。 
   ・ＪＡと研修会を開催し、地域の担い手への技術の波及を図った。 

 
 
 



 ＜実施結果の概要＞                                                                                                  
 １．実施結果の説明  

 ・各技術とも計画どおり導入でき、経営規模も拡大した。 

 
  

 ２．主要効果の具体的数値   ３．モデル経営体としての活動実績 

 経営形態  農事組合法人  モデルの種類  平地モデル  日   時  場        所  内        容  主催者 
 作付体系  水稲＋麦＋大豆  Ｈ20 

   12.10 
 モデル経営体所在
 地 

 麦栽培研修会にて導入技術 
 の説明を行い、三光地区の 
 担い手へ普及を図った 

 県，ＪＡ 

 経営規模          ４５ ha 

  水  稲 
 麦 類 
 大 豆 

         ２８ ha 
         ４２ ha 
         １６ ha 

 Ｈ21 
     1.13 

 農協会議室  肥料高騰対策研修会にて導 
 入技術の説明を行い、中津 
 市の担い手へ普及を図った 

 県，ＪＡ 

 労 働 力    基幹  ２５ 名，補助  ２６ 名 

 導入した新技
 術 

 ・浅耕一工程播種 
 ・土壌診断に基づく緩効性肥料による省力型追肥 
 ・一条畦立播種 
 ・簡易培土板による播種同時溝上げ栽培 
 ・汎用コンバインによる収穫 

 機械装備  コンバイン（３台，自脱６条２台，汎用１台），トラク
 ター（３台，55,36,22ps），麦播種機（５条１台），大豆 
 播種機（３条２台），溝上げ機，畝上管理機，フォーク
 リフト，ディスクハロー，ドライブハロー，弾丸暗渠機， 
 中耕ロータリー，田植機（２台，８条，６条），乗用管
 理機 

 ４．経営革新モデルの妥当性または改善に係るコメント 

 ＜モデルとしての妥当性＞ 
 ・十分な成果が得られており、地域への導入技術の波及が期待される 
  ことから妥当である 
 
 ＜成果の活用方法及び改善点＞ 
 ・研修会を開催し、導入技術の普及を図った 
 ・技術の普及にあたり、新たに機械の導入が必要な場合は効率的な導 
  入について、十分な検討が必要 

 労働時間  7.2hr/10a（対県平均41%） 
 (水稲 11.0hr/10ａ、麦類 5.5hr/10ａ、大豆 4.9hr/10ａ) 

 全算入生産 
 費 

 65,226円/10a（対県平均134%） 
 （水稲 86,938円/10ａ、麦類 59,872円/10ａ、 
  大豆 41,282円/10ａ) 

 所 得  23,507円/10a 
 （水稲 36,229円/10ａ、麦類 18,494円/10ａ、 
  大豆 14,401円/10ａ) 

 
 
 



                                                                 
            モデル経営体への濃密指導 成果報告書 
  
   モデル経営体  農事組合法人 こめ・こめ・くらぶ 

  濃密指導担当者  東部振興局 集落・水田班 姫野秀三 
 
  

 導入・実施 
 した新技術 

 ①労働力配分の合理化 
 ・不耕起栽培技術(浅耕一工程播種） 
 ②土地利用の合理化 
 ・高度施肥管理技術(土壌診断に基づく緩効性肥料による省力型追肥） 
 ③資本装備の効率化 
 ・1条畦立播種技術 
 ・自脱型コンバインによる収穫(水稲・麦：４条以上） 

 導入・実施 
 した背景 

  農事組合法人こめ・こめ・くらぶは、米・麦・大豆を経営の柱としている集落営農法人である。基幹品目の作業の省力化と効率化のた 
 め新技術を導入した。 
  大豆の適期播種のためには、不耕起播種(浅耕一工程播種）も含めた作業体系が必要である。また、出芽苗立ちの向上のため、一条畦 
 立技術も重要である。 
  麦の施肥の効率化のためには、土壌診断に基づく緩効性肥料による省力型施肥を実施する。まだ、収量・品質など検討中であるため、 
 小面積での実施に限定した。 
  水稲・麦の収穫には自脱型コンバイン(４条)は平成１８年に導入後、主に水稲を中心に使用している。 

  
 ＜導入新技術の概要＞ 
 ①労働力配分の合理化 
 ・不耕起栽培技術(浅耕一工程播種）については約１０aで実施した。これは、麦跡大豆の播種の際、浅く起こしながら播種同時施肥を実施するもの。 
 ②土地利用の合理化 
 ・高度施肥管理技術(土壌診断に基づく緩効性肥料による省力型追肥）については約３０a実施した。 
 ③資本装備の効率化 
 ・1条畦立播種技術 
 ・自脱型コンバインによる収穫(水稲・麦：４条以上）平成１８年に導入後、水稲・麦全面積で使用しており、水稲で8.9ha、麦で7.5ha利用した。 

 ＜実施方法・濃密指導実績＞ 
  水稲については、作業受託も含めて収穫作業面積を徐々に拡大している。本年度は水稲収穫期間に大分県農業大学校の学生を受け入れながら作業を 
 進めていった。 
  大豆については、７月２３日の播種時に浅耕一工程播種を指導した。本年度は、播種時期に降雨がほとんどなかったため、平年のような差はなかっ 
 た。一条畦立技術は、浅耕一工程圃場も含め、大豆の全面積で実施した。麦についても、溝が十分上がるように、ちかのりくんを２台装着し、散播し 
 た種子への覆土と同時に溝上げを行った。 
   麦の土壌診断に基づく緩効性肥料による省力型追肥は昨年度も試験を行ったが、生育もよかったため引き続き試験的に実施を指導した。また、２１ 
 年１月２０日には、麦の中間管理研修会と併せて担い手経営革新モデル事業の経営体の意見交換会を行い、事業の内容の再確認と取り組み状況などの 
 報告などを行った。 

 



 ＜実施結果の概要＞                                                                                                    
 １．実施結果の説明  

 ①浅耕一工程播種については、本年度は、播種時期に降雨がほとんどなかったため、平年のような差はなかった。 
 ②麦の土壌診断に基づく緩効性肥料による省力型追肥は、昨年の結果が良好であり、今年は少し面積を拡大して試験中である。 
 ③一条畦立播種技術は全面積で実施した。出芽はおおむね良好であり、初期生育を確保できた。 
  自脱型コンバインによる収穫は、麦・水稲の全面積で実施した。 

  
 ２．主要効果の具体的数値   ３．モデル経営体としての活動実績 

 経営形態  特定農業法人  モデルの種類   中山間地モデル  日時   場所  内容  主催者 
 作付体系  水稲＋麦＋大豆  20.1.20  国東市国東町  モデル経営体意見交換会に 

 て取り組みの内容を報告、 
 意見交換を行った。 

 振興局 

 経営規模        １７．２ ha 

  水 稲 
 麦 類 
 大 豆 

        ８．９ ha程度 
        ７．５ ha程度 
        ５．７ ha程度 

 労働力    基幹  ４ 名、 補助 １ 名 

 
 導入した新技
 術 

 ・不耕起栽培技術（水稲、麦、大豆：不耕起播種 
          大豆：浅耕一工程播種） 
 ・高度施肥管理技術（麦：緩効性肥料による追肥） 
 ・一条畦立技術 
 ・自脱型コンバインによる収穫（水稲、麦：４条以上）

 ４．経営革新モデルの妥当性または改善に係るコメント 

 ＜モデルとしての妥当性＞ 
  杵築市山香町での唯一の集落営農法人である。平成19年に担い手型法 
 人から特定農業法人になり地域の信頼も得ている。技術的にも独自に 
 工夫し,大麦では連続400ｋｇ以上の単収を上げるまでになり,平成20年 
 団は麦作共励会でも入賞するなど,模範的な組織として活動している。 
 研修会などにも積極的に参加しており,技術の取得にも意欲的であり, 
 視察研修の受け入れもしており、モデル経営体として妥当である。 
 
 ＜成果の活用方法及び改善点＞ 
  浅耕一工程については,通常年においては力を発揮できるが,来年度 
 も試験的に導入したい。土壌診断に基づく緩効性肥料による省力型追 
 肥は,結果を見ながら次年度も引き続き試験的に導入したい。その他の 
 技術は全面積で引き続き実施する。 
   試験的技術については,成果がはっきりすれば杵築市山香地区、大田 
 地区での推進材料としたい。 

 
 機械装備 

 コンバイン(４条)、トラクター（30～40馬力級）×２台、 
 田植機（６条）、サブソイラー、中耕ローター溝掘り機、 
 マニュアスプレッダー、ライムソアー、動力噴霧器(各1
 台) 

 労働時間 
   （hr/10a）

  9.7hr/10a（対県平均46%） 総労働時間2,145hr÷22.1 
 ha（うち水稲14hr/10a、麦類8hr/10a、大豆5hr/10a） 

 全算入生産費
     （円/10a）

 62,092円/10a (対県平均 116%) 
 総経費1,372千円÷22.1ha  （うち水稲90,400円/10a、麦 
 類50,800円/10a、大豆32,750円/10a） 

 所得 
  （万円/10a）

 ２万円程度 

 
  



                                                          
モデル経営体への濃密指導 成果報告書 

  
   モデル経営体  農事組合法人 いけのうち 

  濃密指導担当者  東部振興局 集落・水田班 姫野 悟 
 
  

 導入・実施 
 した新技術 

 ①浅耕一工程播種 
 ②土壌分析に基づく緩行性肥料による省力型追肥 
 ③土壌分析に基づく土づくり資材の投入 
 ④ｼｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾛｰﾀﾘｰ＋培土板播種技術による播種 
 ⑤簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術 

 導入・実施 
 した背景 

  土地利用型作物の担い手として、農地、農作業の集積を拡大しつつ経営の改善を図り、今後も経営規模の拡大を図るため、コストの低 
 減と省力化に努める。 
  そのため麦の耕起・施肥・播種同時技術を実施し、大豆栽培では適期に播種すること、出芽時の湿害を回避するため浅耕一工程技術を 
 実施した。 
  また、収量及び品質向上のため、土壌分析を行い堆肥等の投入により土壌改良を行った。 

  
 ＜導入新技術の概要＞ 
 ①浅耕一工程播種(大豆) ： 0.2ha 
 
 ②土壌分析に基づく緩行性肥料による省力型追肥（麦：エムコートグッドIB NK407） 
                ： 0.2ha 
 ③土壌分析に基づく土づくり資材の投入(麦：堆肥、ミネラルG） 
                ： 10ha 
 ④ｼｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾛｰﾀﾘｰ＋培土板播種技術による播種(麦) 
                ： 3.0ha 
 ⑤簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術(大豆) 
                ： 11.8ha 
 ＜実施方法・濃密指導実績＞ 
 ①不耕起栽培技術（浅耕一工程播種） 
  技術資料に基づき役員会で播種前指導を実施。また、講習会(6/25)において指導を行った。 
 ②土壌分析に基づく緩行性肥料による省力型追肥 
  資料に基づき役員会で追肥施用前に指導を行い、約20a散布した。 
 ③土壌分析に基づく土づくり資材の投入 
  農地を高度利用していることから土づくり資材の施用を指導し、約10haについて堆肥、ミネラルGが投入された。 
 ④耕起・施肥・播種同時作業技術（麦：シーディングロータリー＋培土板播種技術） 
  技術資料に基づき役員会で播種前指導を実施し、実演会を開催した。播種した後は除草剤散布指導を行った。 
 ⑤耕起・施肥・播種同時作業技術（大豆：簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術） 
  播種前に講習会（6/25）を実施した。生育は良好であった。 

 



 ＜実施結果の概要＞                                                                                             
 １．実施結果の説明  

 ・大豆の浅耕一工程播種については、梅雨時期に適期播種を行うことができた。 
 ・土壌分析に基づき、土づくり資材を施用し、安定生産を図った。 
 ・土壌分析に基づき緩行性肥料による追肥を行った。 
 ・シーディングロータリーについては、耕起、播種、施肥の３作業を同時に実施することで省力化に繋がった。 
 ・大豆については播種同時溝上げ技術を実施したことで湿害を回避することができた。 

  
 ２．主要効果の具体的数値   ３．モデル経営体としての活動実績 

 経営形態  特定農業法人  モデルの種類   中山間モデル  日時   場所  内容  主催者 
 作付体系  麦＋大豆  H21.1.20  国東市国東町見地  平成20年度担い手経営革新 

 モデル事業実施地区意見交 
 換会 

 県 

 経営規模        １７．２ ha 

  麦 類 
 大 豆 

       １３．５ ha程度 
       １１．８ ha程度 

 労働力    基幹  ９ 名、補助  ８ 名 

 
 導入した新技
 術 

 ・浅耕一工程播種 
 ・土壌分析に基づく緩行性肥料による省力型追肥 
 ・土壌分析に基づく土づくり資材の投入 
 ・ｼｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾛｰﾀﾘｰによる播種 
 ・簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術 

 ４．経営革新モデルの妥当性または改善に係るコメント 

 ＜モデルとしての妥当性＞ 
 ・(農)いけのうちは国東市武蔵町において他組織に先立ち農事組合法 
 人を設立したモデル的な組織であり、農地の利用調整、低コスト化が 
 進んできている。また、毎月の定例理事会により計画的な作付と適期 
 作業を心がけており、経営の効率化を図っている。視察も積極的に受 
 け入れており、意識も高く、地域のモデルとして妥当である。 
 
 ＜成果の活用方法及び改善点＞ 
 ・研修会や意見交換会等で取り組み技術について説明をしており、今 
 後も研修会等を通じて導入技術の普及を図っていく。 

 
 機械装備 

 ・自脱型ｺﾝﾊﾞｲﾝ(４条)  １台 
 ・トラクター(３０馬力) １台 
 ・汎用型ｺﾝﾊﾞｲﾝ(４条)  １台 
 ・ブームスプレーヤー   １台 

 労働時間 
   （hr/10a）

 10.0hr/10a（対県平均48%） 
 総労働時間 2,524hr÷25.3ha 
 （うち麦 10.3hr/10a 大豆 9.6hr/10a） 

 全算入生産費
     （円/10a）

 45,589円/10a(対県平均85%) 
 総経費11,534千円÷25.3ha 
 （麦53,090円/10a 大豆37,008円/10a) 

 所得 
  （万円/10a）

 ８．１万円程度 

 
     



 
モデル経営体への濃密指導 成果報告書 

  
  モデル経営体  農事組合法人 王冠 

 濃密指導担当者  南部振興局 農政・水田班 佐藤裕一 
 
  

 導入・実施 
 した新技術 

 ① カラースケールによる施肥調節技術 
 
 ② 簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術 

 導入・実施 
 した背景 

 ① カラースケールによる施肥調節技術 
   堆肥投入した水田等において、生育量に応じた適正施肥量を判断するために導入。 
 
 ② 簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術 
   規模拡大に伴い、湿害対策を徹底するために省力的技術を導入。 

  
 ＜導入新技術の概要＞ 
 ① カラースケールによる施肥調節技術 
    カラースケールによる葉色の診断および草丈の調査を行い、県水田農業研究所が作成している指標を参考に穂肥施用量を判断する技術。 
 
 ② 簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術 
   ロータリーに簡易培土板を装着することにより、播種と同時に溝上げ作業が可能な省力的技術。 

 ＜実施方法・濃密指導実績＞ 
 ① カラースケールによる施肥調節技術 
   ・経営分析による肥料費低減に関する取り組みの必要性とその具体的方法として堆肥投入や効率的な施肥について指導した。 
  ・堆肥の一般的な肥効と化成肥料施用量について指導した。 
  ・品質、収量向上を目的に、適期管理指導を行った。 
 
 ② 簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術 
  ・麦、大豆における湿害対策の重要性について情報提供を行うと共に溝上げ作業の徹底を指導した。 
  ・本技術の効果発揮のため、簡易培土板により形成された溝と排水口を確実に繋げるよう指導した。 

 
  



 ＜実施結果の概要＞                                                                                                    
 １．実施結果の説明  

 ① カラースケールによる施肥調節技術 
  ・水稲作付圃場1.5 haで本技術を実践した。 
  ・10aあたりの堆肥投入量は2t、肥料施用量は対前年比で元肥75%、穂肥50% となった。 
   ・H.20産 10aあたりの米の生産実績は1等比率95.3%、収量は536 kgとなった。 
 ② 簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術 
   麦、大豆作付全面積で本技術を実践した。 

  
  ２．主要効果の具体的数値   ３．モデル経営体としての活動実績  

 経営形態  特定農業法人  モデルの種類 中山間地モデル  日時  場所  内容 主催者 
 作付体系  水稲＋大豆＋麦＋飼料作物＋野菜  H.20. 

   11.5 
 モデル経営体所有
 圃場 

 麦播種実演研修会にて播種同
 時溝上げ栽培技術の説明と実
 演を行った。 

県 

 経営規模          ９．２  ha 
               ４．５  ha 
          ４．０  ha 
         ３．３  ha 
         ０．２  ha 
         １．２  ha 

  水 稲 
 麦 類 
 大 豆 
 野 菜 
 飼料作物  H.20. 

   11.5 
 尾岩地区公民館  リーダー養成講座にて本法人

 の法人経営安定化の取り組み
 について説明した。 

県 

 労働力   基幹  3  名、 補助  5  名 

 導入した新技術  ① カラースケールによる施肥調節技術 
 ② 簡易培土板による播種同時溝上げ栽培技術 

 機械装備 トラクター  (33ps)  1台
田植機 

 防除機 
 コンバイン 
 乾燥機 

(4条) 
 
(3条) 
(40石) 

2台
 1台 
 1台 
 2台 

 ４．経営革新モデルの妥当性または改善に係るコメント 

 ＜モデルとしての妥当性＞ 
 ・平成2年から集落営農に取り組み、同18年に生産法人化、同19年に特 
  定農業法人となり、本格的に地域の担い手として農業経営を開始し、 
  今後の活躍が期待される。 
 ・経営への関心が高く、コスト低減や流動資金の周年確保の必要性を 
  よく理解しており、省力・低コスト技術の導入や新規園芸品目への挑 
  戦など経営安定化の取り組みに積極的である。 
 ・法人でオペレーター研修を実施するなど後継者育成にも意欲的であ 
  る。 
   以上の点から、経営規模拡大や革新的技術の導入等による経営革新 
  実証および効果の普及に十分な経営体であると考えられる。 
 
 ＜成果の活用方法及び改善点＞ 
  技術実証上問題はなく結果も良好であるため、次年度も同様の方法 
で実証する。

 労働時間 
   （hr/10a） 

28.9hr/10a（水稲・麦・大豆のみ)（対県平均128%）
水稲 

 麦類 
 大豆 
 野菜 
 飼料作物 

26.2
15.2
49.3

2605.5
5.2

hr/10a
hr/10a 
hr/10a 
hr/10a 
hr/10a 

 全算入生産費 
     （円/10a） 

72,746円/10a（水稲・麦・大豆のみ)（対県平均136%）
水稲 

 麦類 
 大豆 
 野菜 
 飼料作物 

93,033
49,442
109,434

3,276,435
20,885

円/10a
円/10a 
円/10a 
円/10a 
円/10a 

 
  所得（万円/10a） 12万円程度  


